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１ 令和４年度予算編成方針 

Ⅰ 予算編成の背景と課題 

 我が国の景気は、新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい状況が徐々に

緩和される中で、持ち直しの動きがみられていましたが、「オミクロン株」の蔓

延など感染症による経済への影響や供給面での制約、原材料価格の動向等による

下振れリスクに十分注意する必要があります。 

 このような中、国の令和４年度予算は、成長と分配の好循環による新しい資本

主義の実現に向けた経済対策を盛り込んだ令和３年度補正予算と一体的に取り組

む「16カ月予算」として編成し、新型コロナウイルス感染症への対応とともに、

デジタル変革の加速やグリーン社会の実現、地方創生の推進、安全・安心な暮ら

しの実現などに対応する予算を総額で107兆5,964億円（前年度比0.9％増）として

いるところです。 

本市の財政状況は、令和２年度決算において、３年ぶりに80億円を下回った市

税収入は、令和３年度決算においても、新型コロナウイルス感染症などの影響に

より80億円を下回ることが見込まれるなど、依然として厳しい状況にあります。

一方、基金に頼らない財政構造への転換による成果や決算剰余金等により、令和

３年度末の財政調整基金残高は、約28億8,000万円となる見込みです。  

Ⅱ 予算編成のポイント  

 令和４年度は、新たな未来を切り拓く道標となる 「第３次総合計画」のスター

トの年であり、今後５年間で特に重点的かつ戦略的に取り組む政策を「つながる

光・未来戦略プロジェクト」と位置づけ、「誰一人取り残さない」持続可能な社

会の実現を目指すＳＤＧｓの理念を踏まえながら、人口減少社会の中で想定され

る様々な課題の解決に向けた予算を編成しました。

特に、近年多発する自然災害や新型コロナウイルス感染症から市民を守る 「安

全・安心の確保」に資する施策や市民生活の利便性向上や行政の効率化を図るた

めの「デジタル化の推進」に資する施策には、重点的に予算を配分しました。 

 一方、新型コロナウイルス感染症の影響等により依然先行きが見通せない財政

状況の中、事業の選択と集中に徹底的に取り組むとともに、財政調整基金を活用

した「市民満足度の向上」に資する予算を職員一丸となって編成しました。  

 行財政改革については、「行財政構造改革推進プラン」に基づき、「戦略的で

長期的な行政経営の視点」や「前例や既存の概念にとらわれない柔軟な発想」に

基づく取組を進めるとともに、「公共施設等総合管理計画」の着実な推進を図る

など、新たな時代に即した行政経営の実施を目指します。  
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令和４年度予算編成のスキーム 

つながる光・未来戦略プロジェクト 

基本計画各論 ６つの基本目標 

１ 安全がつながる 防災指令拠点施設整備と災害に強いまち構築プロジェクト 

２ 笑顔がつながる 協働による地域の絆再生プロジェクト 

３ 安心がつながる 健康と長寿を支える医療環境充実プロジェクト 

４ 地域がつながる 光駅のバリアフリー化と公共交通ネットワーク構築プロジェクト 

５ 元気がつながる にぎわいを生み出す地域産業活性化プロジェクト 

６ 世代がつながる 誰一人取り残さない「光っ子」を育む教育と子育て応援プロジェクト 

７ 技術がつながる デジタル化で進める快適な暮らし実現プロジェクト 

８ 人がつながる  豊かな自然と人で魅せるシティプロモーション活動実践プロジェクト 

基本目標１ 限りない市民力・地域力がゆたかに花開くまち 

基本目標２ ゆたかな人間性と可能性を大切にし心温かい人が育つまち 

基本目標３ 安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち 

基本目標４ 自然と都市が潤いゆたかに調和したまち 

基本目標５ 産業の活力とにぎわいがゆたかに行き渡るまち 

基本目標６ 市民参画と健全な行財政でゆたかさを創出するまち 

光市民憲章 

おっぱい都市宣言 自然敬愛都市宣言 安全・安心都市宣言 

市民の安全・安心の確保 情報・デジタル化の推進 
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（単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度

予　算　額 予　算　額

20,770,000 20,670,000 100,000 0.5

12,184,095 12,194,937 △ 10,842 △ 0.1

5,602,743 5,727,792 △ 125,049 △ 2.2

5,454,697 5,363,257 91,440 1.7

1,126,655 1,103,888 22,767 2.1

32,954,095 32,864,937 89,158 0.3

【財政指標等】

102.8 103.9 △ 1.1 （改善）

62.0 65.1 △ 3.1 （低下）

6.4 7.0 △ 0.6 （改善）

※ 21,930,077 23,119,805 △ 1,189,728 △ 5.1

※ 7,805,534 8,250,544 △ 445,010 △ 5.4

※ 2,579,241 2,878,241 △ 299,000 △ 10.4

※ 477,329 526,829 △ 49,500 △ 9.4

※財政指標等の各数値は、当初予算ベースの見込数値（市債・基金残高は決算見込数値）

計

国 民 健 康 保 険

一 般 会 計

特 別 会 計

う ち 減 債 基 金

年 度 末 市 債 残 高 見 込
（ 一 般 会 計 ）

基 金 残 高 見 込

う ち 財 政 調 整 基 金

実 質 公 債 費 比 率

財 政 力 指 数 （ 単 年 度 ）

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

経 常 収 支 比 率

Ⅰ　一般会計及び特別会計の予算額等

会計 増減額 増減率

208.8 218.9 199.9 202.5 206.7 207.7

157.5 142.0
133.6 119.3 121.9 121.8

366.3 360.9
333.5 321.8 328.6 329.5

0

100

200

300

400

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

（
当
初
予
算
額

億
円
）

一般会計及び特別会計の当初予算額の推移

特別会計

一般会計

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

２ 令和４年度予算の概要
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【款別歳入内訳】 （単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 増減額

予算額（A) 予算額（B) （A)-（B)

※市 税 7,520,900 36.2 7,320,681 38.2 200,219 2.7

地 方 譲 与 税 167,200 0.8 150,220 0.8 16,980 11.3

利 子 割 交 付 金 8,130 0.0 9,290 0.0 △ 1,160 △ 12.5

配 当 割 交 付 金 25,930 0.1 24,060 0.1 1,870 7.8

株式等譲渡所得割交付金 16,440 0.1 11,460 0.1 4,980 43.5

法 人 事 業 税 交 付 金 79,495 0.4 54,869 0.2 24,626 44.9

地 方 消 費 税 交 付 金 1,125,680 5.4 1,060,560 5.4 65,120 6.1

環 境 性 能 割 交 付 金 18,980 0.1 19,040 0.1 △ 60 △ 0.3

※地 方 特 例 交 付 金 53,020 0.3 114,118 0.2 △ 61,098 △ 53.5

※地 方 交 付 税 4,550,000 21.9 4,000,000 19.0 550,000 13.8

交通安全対策特別交付金 5,500 0.0 5,500 0.0 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 112,742 0.5 97,620 0.5 15,122 15.5

使 用 料 及 び 手 数 料 244,599 1.2 250,256 1.3 △ 5,657 △ 2.3

※国 庫 支 出 金 2,981,408 14.4 2,872,437 13.3 108,971 3.8

※県 支 出 金 1,420,606 6.8 1,595,992 7.2 △ 175,386 △ 11.0

財 産 収 入 32,108 0.2 91,795 0.1 △ 59,687 △ 65.0

寄 附 金 30,000 0.1 25,000 0.1 5,000 20.0

※繰 入 金 359,592 1.7 496,468 1.4 △ 136,876 △ 27.6

繰 越 金 200,000 1.0 200,000 1.0 0.0

諸 収 入 705,470 3.4 585,634 2.4 119,836 20.5

※市 債 1,112,200 5.4 1,685,000 8.5 △ 572,800 △ 34.0

歳 入 合 計 20,770,000 100.0 20,670,000 100.0 100,000 0.5

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

Ⅱ　歳入の状況（一般会計）

歳 入 区 分 増減率構成比 構成比

44.3%55.7%

市税

36.2%

分担金及び負担金

使用料及び手数料

繰入金、繰越金

4.4%諸収入

など

3.7%

地方交付税

21.9%

国庫支出金
14.4%

県支出金

6.8%

市債
5.4%

地方譲与税

など
7.2%

個人市民税
33.5%

法人市民税
4.4%

固定資産税
49.1%

都市計画税

6.8%

その他
6.2%

市税

自主

財源

依存

財源

歳入

参考（市税・内訳）歳入
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【款別歳入の主な状況】 

《※市税》 

  個人市民税は、個人所得の増加などにより、対前年度 35,459 千円増（1.4％増）の

2,519,803 千円を見込んでいます。法人市民税は、企業の業績見込みなどにより、対

前年度 2,168 千円増（0.7％増）の 332,994 千円を見込んでいます。固定資産税は、新

築家屋等の増加や新型コロナウイルス感染症による影響を受けた中小企業者等に対す

る軽減措置の終了により、対前年度 124,550 千円増（3.5％増）の 3,693,735 千円を見

込んでいます。これらにより、市税全体では対前年度 200,219 千円増（2.7％増）の

7,520,900 千円を見込んでいます。 

《※地方特例交付金》 

 固定資産税等の減収を補 するための新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補

 特別交付金の減や自動車税と軽自動車税の減収を補填する特例交付金が終了するこ

とにより、対前年度 61,098 千円減（53.5％減）の 53,020 千円を見込んでいます。 

《※地方交付税》 

  普通交付税は、国の地方財政計画において地方交付税総額が対前年度 6,153 億円増

の 18 兆 538 億円となったことなどにより、対前年度 550,000 千円増（15.9％増）の

4,000,000 千円を見込んでいます。また、特別交付税は、過去の実績などを勘案し、

対前年度同額の 550,000 千円を見込んでいます。 

《※国庫支出金》 

  新型コロナウイルスワクチン接種に係る国庫負担金などが減となるものの、新型コ

ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの増により、対前年度 108,971 千円

増（3.8％増）の 2,981,408 千円を見込んでいます。 

《※県支出金》 

  介護施設等整備補助金や衆議院議員選挙、県知事選挙等に係る委託金などの減によ

り、対前年度 175,386 千円減（11.0％減）の 1,420,606 千円を見込んでいます。 

《※繰入金》 

 財政調整基金及び減債基金からの繰入金は、対前年度 146,000 千円減（29.4％減）

の 350,000 千円を見込んでいます。また、森林環境基金からの繰入金は、対前年度 8,782

千円増（1,876.5％増）の 9,250 千円を見込んでいます。 

《※市債》 

 国の地方財政計画において臨時財政対策債発行可能額が前年度と比べ大幅に減とな

ったことによる臨時財政対策債の減や岩田駅前住宅の建設に係る市営住宅建設事業債

などの減により、市債全体で対前年度 572,800 千円減（34.0％減）の 1,112,200 千円

を見込んでいます。 
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【性質別歳出内訳】 （単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 増減額

予算額（A) 予算額（B) （A)-(B)

※人 件 費 3,434,015 16.5 3,496,018 17.3 △ 62,003 △ 1.8

※物 件 費 3,238,576 15.6 3,047,879 12.3 190,697 6.3

維 持 補 修 費 164,805 0.8 142,784 0.7 22,021 15.4

※扶 助 費 4,335,199 20.9 4,306,431 21.3 28,768 0.7

※補 助 費 等 3,788,057 18.2 3,647,600 18.2 140,457 3.9

※公 債 費 2,389,926 11.5 2,367,244 11.0 22,682 1.0

積 立 金 15,362 0.1 11,610 0.1 3,752 32.3

※投資及び出資金・貸付金 219,064 1.1 254,772 1.0 △ 35,708 △ 14.0

※繰 出 金 2,073,171 10.0 2,009,808 9.6 63,363 3.2

予 備 費 31,013 0.1 40,119 0.2 △ 9,106 △ 22.7

小 計 19,689,188 94.8 19,324,265 91.6 364,923 1.9

投 資 的 経 費 1,080,812 5.2 1,345,735 8.4 △ 264,923 △ 19.7

※ 普 通 建 設 事 業 費 1,075,452 5.2 1,341,455 8.2 △ 266,003 △ 19.8

災 害 復 旧 事 業 費 5,360 0.0 4,280 0.1 1,080 25.2

歳 出 合 計 20,770,000 100.0 20,670,000 100.0 100,000 0.5

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

Ⅲ　歳出の状況（一般会計）

歳 出 区 分 構成比 構成比 増減率

歳出 参考（歳出・款別）

48.9%

5.2%

45.9%

人件費
16.5%

扶助費

20.9%

公債費
11.5%

普通建設事業費

災害復旧事業費
5.2%

物件費
15.6%

補助費等
18.2%

繰出金
10.0%

積立金等

その他
2.1%

義務的

経費

その他の

経費 歳出

投資的

経費

議会費
0.9%

総務費
10.5%

民生費
36.5%

衛生費
12.8%

労働費
0.1%

農林水産業費

3.0%

商工費
3.8%

土木費
8.2%

消防費
3.8% 教育費

8.8%

災害復旧費

0.0%
公債費
11.5%

諸支出金

予備費
0.1%

歳出
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【性質別歳出の主な状況】 

《※人件費》 

  退職手当などの減により、対前年度 62,003 千円減（1.8％減）の 3,434,015 千円を

見込んでいます。 

《※物件費》 

 新型コロナウイルスワクチン接種に係る経費や公園長寿命化計画策定委託料などが

減となる一方、学校給食費の公会計化による賄材料費や市営住宅の解体工事などの増

により、対前年度 190,697 千円増（6.3％増）の 3,238,576 千円を見込んでいます。 

《※扶助費》 

  認定こども園や幼稚園に対する施設型給付費や子ども医療費などの増により、対前

年度 28,768 千円増（0.7％増）の 4,335,199 千円を見込んでいます。 

《※補助費等》 

  下水道事業会計繰出金などが減となる一方、介護老人保健施設事業会計繰出金の増

やひかり消費喚起補助金の新設などにより、対前年度 140,457 千円増（3.9％増）の

3,788,057 千円を見込んでいます。 

《※公債費》 

  過去に借り入れた市債の一部（地方道路等整備事業債など）の償還が終了する一方、

小中学校における空調設備の整備に係る学校整備事業債や岩田駅前住宅の建設に係る

市営住宅建設事業債などの償還の増に伴い、対前年度 22,682 千円増（1.0％増）の

2,389,926 千円を見込んでいます。 

《※投資及び出資金・貸付金》 

 新型コロナウイルス感染症の影響による市内金融機関への中小企業金融対策預託金

の減により、前年度 35,708 千円減（14.0％減）の 219,064 千円を見込んでいます。 

《※繰出金》 

  介護保険特別会計や国民健康保険特別会計への繰出金が増となることから、対前年

度 63,363 千円増（3.2％増）の 2,073,171 千円を見込んでいます。 

《※普通建設事業費》 

学校長寿命化事業や汚水処理共同化事業が増となる一方、介護施設等整備補助金や

岩田駅前住宅に係る公営住宅建設事業負担金などの減により、対前年度 266,003 千円

減（19.8％減）の 1,075,452 千円を見込んでいます。 
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　Ⅳ　主な財政指標等の推移（一般会計）

令和４年度当初予算における経常収支比率は102.8％となっており、令和３年度に比べ1.1ポイ
ント改善する見込みです。
これは、歳入において普通交付税や市税などの経常的な一般財源が増加したことによるもので

す。
また、令和４年度当初予算における実質公債費比率は6.4％となっており、令和３年度に比べ、

0.6ポイント改善する見込みです。これは、公営企業会計の公債費が減少したことなどによるもの
です。
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令和４年度当初予算における年度末市債残高見込額は219億3,008万円となっており、令和３年度
末見込額に比べ11億8,973万円の減（5.1％減）となっています。
令和４年度末の残高が減少しているのは、臨時財政対策債が減少したことなどにより、市債発行
額が元金償還額を大幅に下回るためです。
また、公債費については、小中学校における空調設備の整備に係る学校整備事業債や岩田駅前住
宅の建設に係る市営住宅建設事業債などの償還の増に伴い、2,268万円増（1.0％増）の23億8,993
万円となっています。
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財政力指数は、地方自治体の地方交付税に依存する度合を示す指標で、数値が高いほど地方税
の収入能力が高く、交付税依存度が低いとされています。
令和４年度当初予算での財政力指数は62.0％で、令和３年度に比べ3.1ポイント低下する見込み

です。これは、市税収入の増加に伴い令和４年度の基準財政収入額が増加するものの、国が示す
推計伸率を勘案し算定した基準財政需要額が前年度予算と比べ大幅に増加するためです。
市税収入は、個人市民税や固定資産税の増加などにより、令和３年度に比べ2.7％増の75億

2,090万円を見込んでいます。

地方交付税は、地方公共団体間の税源の不均衡を調整することで、地方税収入の少ない団体に
も財源を保障し、全国どこでも標準的な行政サービスを提供できるよう、国が地方公共団体に対
して交付する財源です。地方交付税には、普通交付税と特別交付税があります。
令和４年度当初予算における普通交付税は、令和３年度に国の補正予算で追加交付された臨時

経済対策費や臨時財政対策債償還基金費が皆減したことなどにより、令和３年度決算見込に比べ
8.9％減の40億円を見込んでいます。
特別交付税は、令和３年度と同額の5億5,000万円を見込んでいます。
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※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。
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令和４年度当初予算における財政調整基金の年度末残高は25億7,924万円となっています。
財政調整基金は年度間の財源の不均衡を調整し、将来にわたって健全財政を持続するために積

み立てることとしており、行財政構造改革推進プランでは、市政の安定的な運営のため、残高20
億円の確保を成果指標として設定しています。

義務的経費とは「人件費」「扶助費」「公債費」をいい、令和４年度当初予算における義務的
経費の構成比は48.9％となっており、令和３年度当初予算に比べ0.3ポイント減少しています。
これは、扶助費や公債費が前年度と比べ増加したものの、人件費が退職手当の減などにより前

年度に比べ減少したことによるもので、義務的経費の合計額は令和３年度に比べ1,055万円減少し
ています。
投資的経費とは「普通建設事業費」等をいい、令和４年度当初予算における投資的経費の構成

比は5.2％となっており、令和３年度当初予算に比べ1.3ポイント減少しています。
これは、介護施設等整備補助金や岩田駅前住宅の建設に係る公営住宅建設事業負担金などの減

により、当該経費の合計額が令和３年度に比べ2億6,492万円減少しているためです。

46.0 

43.7 

48.5 
49.5 49.2 

48.9 

5.4 

7.9 
7.3 

8.4 
6.5 

5.2 

0

5

10

15

20

25

30

35

35

40

45

50

55

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

（
投
資
的
経
費

％
）

（
義
務
的
経
費

％
）

義務的経費及び投資的経費の構成比の推移
義務的経費

投資的経費

※当初予算ベースの数値

21.1 17.7 21.3 23.5
28.8 25.8

9.5

2.8
2.3

1.8

5.3
4.8

30.7

20.5
23.6 25.3

34.1
30.6

0

10

20

30

40

50

60

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

（
基
金
残
高

億
円
）

財政調整基金等の残高の推移

減債基金

財政調整基金

※４年度は当初予算ベース、３年度は決算の見込数値

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

-10-



３ つながる光・未来戦略プロジェクト 

１ 安全がつながる  

  防災指令拠点施設整備と災害に強いまち構築プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

防災指令拠点整備事業 市道緊急整備事業 

地震をはじめ、風水害等あらゆる災害に的確に対応で

きる防災指令拠点施設を整備するとともに、災害対応の

中核となる総合防災情報システムを構築し、市民の安

全・安心を確保します。  

４年度は、システムの導入効果をさらに高めるため、

ドローンを配備するとともに、河川等監視カメラの設置

に向け、場所の選定や機器等の仕様の検討などを行いま

す。   

☆防災指令拠点整備事業 

県が作成する「高潮浸水想定区域図」に基づき、現行

の高潮ハザードマップを改訂し、想定される最大規模の

高潮による浸水状況について周知を図るとともに、高潮

発生時の円滑かつ迅速な避難行動を促進します。 

★高潮ハザードマップ改訂事業 

 災害に強いまちづくりを推進するため、老朽化する都

市インフラ等の整備を実施し「安全・安心都市」の実現

を目指します。 

 ４年度は、近年、老朽化が進む道路舗装や横断側溝を

原因とした車両事故が多発していることから、道路舗装

の剥がれやポットホール、横断側溝のグレーチング蓋な

どの改修・補修工事を行い、道路の安全・安心を確保し

ます。  

★市道緊急整備事業 
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２ 笑顔がつながる  

    協働による地域の絆再生プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

 平成３０年７月豪雨で大きな被害を受けた三島コミュニ

ティセンターについては、立地を含めた施設のあり方を中

心に対話を重ねてきました。 

 ４年度は、整備計画を取りまとめ、多くの市民が安心し

て利用できる施設の建設に向けた準備を着実に進めます。 

三島コミュニティセンター整備事業 

 「地域自治」の実現を図るコミュニティプランの具現

化にあたり、国の制度である「地域おこし協力隊」を活

用します。 

 ４年度は、令和３年７月に伊保木地区に着任した隊員

の活動支援に加え、新たな地域おこし協力隊隊員の募集

を行います。  

コミュニティプラン実現支援事業 

 「空家等対策計画」に基づき、市民の安全で安心な生

活を確保し、良好な生活環境の保全を図るとともに、空

家等の活用を促進します。 

 ４年度は、老朽化などにより倒壊のおそれがある危険

な空き家の除却費用の一部に対する補助を行い、安全安

心な暮らしを守ります。 

★空家等対策事業 

空家等対策事業 三島コミュニティセンター整備事業 
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 病院事業の経営の健全化を促進し、経営基盤を強化す

るため、国の定める基準に基づき、光、大和両総合病院

に対し、一般会計から繰出しを行います。 

医療体制の充実（病院事業会計繰出金） 

３ 安心がつながる  

    健康と長寿を支える医療環境充実プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止し、市民

の生命及び健康を守るため、引き続き、「オールひか

り」で総力を挙げて対策に取り組みます。  

 ４年度は、引き続き、光市医師会との連携のもと、５

歳以上の市民に対する１・２回目の接種及び２回目の接

種を終了した１８歳以上の市民の３回目接種を行いま

す。 

☆新型コロナウイルスワクチン接種事業 

新型コロナウイルスワクチン接種事業 みんなｔｏウォーキング事業 

 いつでも、どこでもできるウォーキングを身近な仲間

とともに取り組み、運動習慣づくりを推進します。 

 ４年度は、プロモーション映像制作、ＳＮＳ特設サイ

トの開設など、ウォーキング促進キャンペーンを展開

し、運動の機運を醸成するとともに、チーム対抗の

ウォーキング企画を開催します。 

★みんなｔｏウォーキング事業 
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４ 地域がつながる  

    光駅のバリアフリー化と公共交通ネットワーク構築プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

 本市の玄関口にふさわしい機能の充実や利便性の向上

を図るため、光駅拠点整備基本計画に基づき、駅舎を含

む南北自由通路及び南北両駅前広場の整備に取り組みま

す。 

 ４年度は、事業全体の着実な推進に向け、引き続き、

基本設計や用地測量等（３年度からの２か年事業）を進

めます。 

光駅拠点整備事業 

 通院や買い物などの日常生活に必要な移動を困難とす

る高齢者や運転免許返納者などの交通弱者の移動を支援

するため、バス・タクシー利用時の運賃助成を行い、高

齢者の生活の利便性向上を図ります。 

★高齢者バス・タクシー運賃助成パイロット事業

 移動が困難な高齢者の移動手段の確保のため、新たな

地域内交通「デマンド型交通」の導入検討を行います。 

 ４年度は、デマンド型交通にＡＩ技術を活用した事業

形態の検討のため、先進技術を導入している自治体の視

察を行い、本市の実情に適した最適な手法の検討を行い

ます。 

★デマンド型交通導入検討事業 

光駅拠点整備事業 高齢者バス・タクシー運賃助成 

パイロット事業 
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５ 元気がつながる  

    にぎわいを生み出す地域産業活性化プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

 新型コロナウイルス感染症により、大きな影響を受け

た市民生活や地域経済の回復を図るため、市内の経済団

体等が主体的に実施する地元購買の促進に資する消費喚

起策を支援します。 

★ひかり消費喚起補助金 

 未だ収束の兆しが見えない新型コロナウイルス感染症

の影響を受けた市民生活の下支えと停滞する地域経済の

活性化を図るため、市内店舗等で使用できる「コロナ克

福商品券」を発行し、市内全世帯主に世帯員１人あたり

5,000円分の商品券を配布します。 

☆コロナ克福商品券発行事業 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、若者の地元

への就業希望者が増加しています。 

 こうした機会を捉え、インターンシップ受入事業所を

拡大し、地元への就職の選択肢を拡げ、市内事業所（中

小企業者等）への雇用を促進します。 

★インターンシップ促進補助金 

コロナ克福商品券発行事業 インターンシップ促進補助金 
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 児童生徒等の不安や悩みを早期に発見し、適切かつ迅

速に対応できるよう、スクールカウンセラーを派遣し、

教育相談の充実に努めます。 

 ４年度は、スクールカウンセラーによる派遣回数を年

間１２回から６０回に増やし、体制の強化を図ります。

☆光市スクールカウンセラー派遣事業 

６ 世代がつながる  

    誰一人取り残さない「光っ子」を育む教育と子育て応援プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

 小中一貫教育の効果を更に高めるため、施設一体型小

中一貫ひかり学園の整備を進めます。 

 ４年度は、やまと学園の整備に向け、各学校運営協議

会との合意形成を図るとともに、（仮称）準備委員会等

での協議を進めるため、有識者をアドバイザーとして招

へいします。

★小中一貫ひかり学園推進事業 

 不登校や学校生活に不適応の状態にある児童生徒に対

して、学校・家庭以外で日常的に学べる場である教育支

援センター「まなびば ひかり」を整備し、子どもたち

の学びの機会を広げるとともに、学校復帰や社会的自立

に向けた支援の充実を図ります。

★教育支援センター運営事業 

小中一貫ひかり学園推進事業 光市スクールカウンセラー派遣事業 
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７ 技術がつながる  

    デジタル化で進める快適な暮らし実現プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

スマートフォンアプリを活用し、市民の希望に応じた

情報発信やごみ分別方法の自動回答、さらには道路や公

園遊具等の不具合や有害鳥獣の通報など、市民と行政双

方の情報の受発信の充実を図ります。 

★情報受発信ツール導入事業 

オンライン決済やマイナンバーカードを用いた本人確

認の機能を有する電子申請システムを導入し、犬の登録

申請や住民票の写しの発行等、各種申込手続等をオンラ

イン化を検討することで、市民生活の利便性向上と行政

事務の効率化を図ります。 

★行政手続オンライン化事業 

 行政手続のオンライン化などのデジタル化進展に伴う

デジタルデバイド（情報格差）を解消し、より多くの市

民がデジタル化による利便性向上の恩恵を得られるよう

に、普及率が低い高齢者のスマートフォン購入を支援し

ます。 

★スマホ購入支援事業 

情報受発信ツール導入事業 スマホ購入支援事業 
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７ 技術がつながる  

    デジタル化で進める快適な暮らし実現プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

デジタル化推進体制構築のため、専門的な知識を有す

る民間人材「（仮称）デジタル化推進アドバイザー」を

任用し、デジタル化の企画・立案支援やデジタル技術を

活用した業務改善支援により、庁内全体のデジタル化を

強力に推進します。 

★デジタル化人材活用事業 

今後、マイナンバーカードを活用した行政手続のオン

ライン化を進める中、市民の皆様に利便性を実感いただ

けるよう、引き続き、マイナンバーカードの普及啓発に

取り組みます。 

４年度は、時間外・休日臨時窓口に加え、コミュニ

ティセンターや企業等に出向く「出張申請サポート」を

実施します。 

☆マイナンバーカード普及対策事業 

 保育士の業務を効率化することにより、園児と向き合

う時間の増加を図るとともに、保護者との情報共有やコ

ミュニケーションを向上するため、保育所のＩＣＴ化を

推進します。 

 ４年度は、公立保育所４園に導入し、その効果を検証

します。 

★デジタル保育推進事業 

マイナンバーカード普及対策事業 デジタル保育推進事業 
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８ 人がつながる  

    豊かな自然と人で魅せるシティプロモーション活動実践プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

ＳＤＧｓを意識する機会を提供し、目標達成に向けた

機運を醸成するため、令和２年にデザインした「ＳＤＧ

ｓ大漁旗」とＳＤＧｓの年限である２０３０年に２０歳

となる小学校６年生が考える「未来に残したいまちの風

景」のイラストをラッピングした郵便ポストを作成し、

市内に設置します。※日本郵便株式会社光市内郵便局と

の包括連携協定に基づく事業 

★ＳＤＧｓラッピングポストの作成 

「まちぐるみＷｅｄｄｉｎｇ」が全国表彰された際に

審査員として高く評価いただいた直木賞作家の角田光代

氏をお招きして、本市の推奨意欲やまちづくりへの参画

意識を高めるために市民と協働してまちの「光」を認

識・発見するイベントや、まちや地域との「つながり」

や愛着を高めていくために「まちぐるみＷｅｄｄｉｎ

ｇ」を開催します。 

☆シティプロモーション推進交付金 

 「光」の名を有するまちとして、引き続き、明るく環

境にやさしいＬＥＤ照明の導入に重点を置いた省エネ生

活の普及を促進します。 

 ４年度は、一定の条件のもと、ＬＥＤ照明設備の２回

目の補助申請を可能にするとともに、新しい生活様式に

おける対面での接触機会の低減や、再配達による温室効

果ガス排出量の削減に向け、宅配ボックスの設置を支援

します。 

☆省エネ生活普及促進事業（エコライフ補助金） 

シティプロモーション推進交付金 

（お招きする角田光代氏） 

省エネ生活普及促進事業 

（エコライフ補助金） 
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４ 総合計画に基づいた主な事業 

基本目標１ 限りない市民力・地域力がゆたかに花開くまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

コミュニティプラン実現支援事業 多文化共生推進事業 
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基本目標２ ゆたかな人間性と可能性を大切にし心温かい人が育つまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

多胎妊婦の妊娠健康診査支援事業 公立保育所給食調理等業務委託 
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基本目標２ ゆたかな人間性と可能性を大切にし心温かい人が育つまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

連携・協働教育推進事業 周防の森ロッジ屋根塗装等工事 
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基本目標３ 安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

もの忘れ相談事業 光市食生活改善推進員養成講座 
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基本目標３ 安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

がん検診受診率向上戦略 医療体制の充実 

（病院事業会計繰出金） 
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基本目標３ 安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

避難所環境等整備事業 消防力の整備・充実 

-25-



基本目標４ 自然と都市が潤いゆたかに調和したまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

光漁港海岸保全施設整備 じん芥収集車購入 
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基本目標４ 自然と都市が潤いゆたかに調和したまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

横断側溝緊急改修事業 河川水路浚渫事業 
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基本目標４ 自然と都市が潤いゆたかに調和したまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

牛島～室積航路確保維持事業 デマンド型交通導入検討事業 
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基本目標５ 産業の活力とにぎわいがゆたかに行き渡るまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

フィッシングパーク光 

長期修繕計画策定事業 

農村整備事業負担金 
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基本目標５ 産業の活力とにぎわいがゆたかに行き渡るまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

        光セレクションＰＲ事業 光まつり交付金 
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基本目標６ 市民参画と健全な行財政でゆたかさを創出するまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

ＳＤＧｓラッピングポストの作成 市長と気軽にミーティング 

（おでかけ版） 
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区  分 内     容 
予算額等 

（千円） 

Ⅰ 利便性と質の高い行政サービスへの転換

(1)市民サービスの質的向上 

◎
行政手続オンライン

化事業 

市民生活の利便性の向上や行政事務の効率化を図るため、オン

ライン決済やマイナンバーカードを用いた本人確認機能を有

する電子申請システムを導入 

856

◎ スマホ購入支援事業 

情報受発信ツールの活用や行政手続オンライン化の推進に向

けたデジタルデバイド（情報格差）解消のため、高齢者のスマ

ートフォン購入を支援 

10,000

デジタル化人材活用

事業 

デジタル化の推進に向けた支援を受けるため、デジタル技術の

専門的な知識を有する民間人材「（仮称）デジタル化推進アド

バイザー」を任用 

5,000

ビジネスチャットツ

ール導入事業 

職員間の円滑な情報共有や自治体間の情報交換を効率的に行

うため、ビジネスチャットツールを試行的に導入 
－

◎
マイナンバーカード

普及対策事業 

マイナンバーカード交付率向上を図るため、時間外・休日臨時

窓口や企業等への出張申請サポートを実施 
2,475

◎
Ｗｅｂ会議用備品整

備事業 

ＤＸ推進に向けた取組として、コミュニティセンター等でリモ

ート会議等ができる環境を整備し、市民活動団体等の活動を支

援 

305

デジタル保育推進事

業 

保育士の業務負担を軽減し、園児と向き合う時間を増やすた

め、保育所のＩＣＴ化を推進 
1,807

母子健康手帳アプリ

事業 

子育てに関する記録や通知のデジタル化、アプリを通じた子育

て支援の充実化を進めることにより、妊娠、出産、子育てに関

する環境づくりを推進 

1,166

高齢者バス・タクシ

ー運賃助成パイロッ

ト事業 

通院や買い物などの日常生活に必要な移動を困難とする高齢

者や運転免許返納者などの交通弱者の移動を支援するため、バ

ス・タクシー利用時の運賃を助成 

7,016

光市教育先端技術研

究事業 

「ＧＩＧＡスクール構想」等の実現に向けたＩＣＴ活用指導力

の向上と指導体制の充実を図るための、教職員研修及び業務の

デジタルトランスフォーメーションの研究を推進 

80

(2)市民との情報の共有化と発信力の更なる向上 

第３次総合計画周知

事業 

第３次総合計画に基づく今後のまちづくりを市民等に広く周

知するため、総合計画の本冊と概要版、マンガ概要版を作成・

配布 

1,880

市長と気軽にミーテ

ィング(おでかけ版) 

「ゆたかな社会」の実現に向けた歩みや課題を市民と共有し意

見交換するため、市長が市民のもとに出向く新たな対話の実施
11

シティプロモーショ

ン推進交付金 

直木賞作家の角田光代氏を招き、市民と協働してまちの「光」

を認識・発見するイベントや、市民団体と連携した「まちぐる

みＷｅｄｄｉｎｇ」を開催 

1,300

５ 行財政構造改革推進プランに基づく主な取組 

◎：未来挑戦プロジェクトに基づく事業

-32-



区  分 内     容 
予算額等 

（千円） 

Ⅱ 官民協働によるまちづくりの推進

(1)協働によるまちづくりの推進 

ＰＢＬによる官学連

携事業 

地域課題の解決に向けて、周南地域の大学と連携したＰＢＬ

（プロジェクト型課題解決学習）を活用 
200

◎ 民間提案制度の実施 

市民満足度の向上や行政事務の効率化につなげるため、市が保

有する財産や市の事業に対し、民間事業者のアイデアやノウハ

ウに基づく提案を募集

－

◎
情報受発信ツール導

入事業 

スマートフォンアプリを活用し、市政情報の発信や、道路や公

園等の不具合の情報提供など、市民と行政双方の情報の受発信

を充実

2,630

コミュニティプラン

実現支援事業 

地域おこし協力隊の活用により、中山間地域で策定されたコミ

ュニティプランの履行・実現を支援 
3,181

公立保育所の給食調

理等業務の民間委託 
公立保育所の給食調理等業務を民間事業者へ委託 46,042

特定外来生物対策事

業 

特定外来生物(アルゼンチンアリ)の生息調査及び「協働事業提

案制度」による団体や地元住民との協働により防除等を実施 
589

◎
デマンド型交通導入

検討事業 

移動が困難な高齢者の移動手段確保に向けて、新たな地域内交

通「デマンド型交通」の導入とＡＩ技術の活用を検討するため

視察を実施 

67

冠山総合公園協働活

動事業 

開園 20周年を迎える冠山総合公園において、市、指定管理者、

（株）リコーとの協働による（仮称）「冠（かんむ）リコーの

森」保全活動を実施 

350

連携・協働教育推進

事業 

コミュニティ・スクールを基盤とした小中一貫教育を要とし

て、子どもの「学び」と「育ち」をつなぐ、幼保、小・中、高

等学校の連携・協働教育を推進 

3,970

Ⅲ 時代の変化に対応できる職員の育成と組織の構築

(1)職員の意識改革と能力向上 

◎
若手職員事業検証プ

ロジェクト 

市民サービス向上につなげるため、若手職員による組織横断型

のプロジェクトチームを設置し、既存事業を検証 
－

◎
人材育成・女性活躍推

進事業 

理想の職員像の実現に向けた研修会の実施や課題解決能力向

上のための先進地視察の実施、自己啓発促進のための資格取得

等への支援 

1,500

(2)組織構造の改革 

職員採用事業 
就職情報サイトへの情報掲載の拡充など、受験者の増加につな

がる取組を実施 
2,156

給与関係事務補助シ

ステム導入事業 

時間外勤務をはじめ、各種手当の届出や休暇申請等をシステム

化し、事務の効率化を図る 
462
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区  分 内     容 
予算額等 

（千円） 

Ⅳ 持続可能な財政基盤の構築

(1)健全な財政運営の推進 

自家用工業用水道事

業 

光市が保有する中山川ダム貯留権の分割水利権を活用し、山口

県企業局に有償で工業用水を供給 

（歳入） 

96,805

ふるさと光応援寄附

金 

ふるさと納税の申込みサイトを増設するなど、寄附者数の増加

などにつなげる 

（歳入） 

30,000

一般財源枠配分方式

による予算編成の実

施 

一般財源見込額を各部局に配分する手法に、財政調整基金や新

たな自主財源も加味した一般財源枠配分方式を取り入れ、柔軟

で戦略的な発想による持続可能な行財政運営に取り組む 

－

◎ 土地開発基金の廃止 
土地開発基金を廃止し、新たに庁舎建設基金の創設に向けた検

討 
－

◎

公有財産の有効活用

及び遊休財産の処分

等 

公有財産の積極的な有効活用や利用計画のない普通財産の計

画的な処分を推進し、自主財源を確保 

（歳入） 

27,010

共同利用型クラウド

システム導入 

４市１町による基幹業務系システムの共同利用型クラウドシ

ステムの導入による経費の削減 

効果見込額 

60,000

介護老人保健施設の

経営健全化の推進 

介護老人保健施設「ナイスケアまほろば」について、経営形態

の在り方も含め、質の高いサービス提供と効率的な運営に向け

た取組を推進 

－

(2)公共施設マネジメントの推進 

農業振興施設マネジ

メント推進事業 

農業振興施設の適正配置と総量縮減を進めるため、施設の統廃

合について検討 
260

フィッシングパーク

光長期修繕計画策定 

施設建設から 40 年が経過し、老朽化による劣化が著しい施設

の現況調査を実施 
5,600

市営住宅の計画的用

途廃止 

光市営住宅等長寿命化計画等に基づき、西之浜住宅・東領家住

宅の一部と溝呂井住宅を解体 
86,190

◎
小中一貫ひかり学園

推進事業 

小中一貫教育の効果を更に高めるため、施設一体型小中一貫ひ

かり学園の整備を進める 
42

◎
長寿命化計画推進事

業 

学校施設長寿命化計画に基づき、部位修繕や改修等を計画的に

実施 
115,500
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事業名 内　容
予算額

（千円）
担当部 区分

まちの「光」認識・発見事業
直木賞作家の角田光代氏を招いて、本市の推
奨意欲などを高めるため、市民と協働してま
ちの「光」を認識・発見するイベントを開催

1,000 政策企画部 ①

スマホ購入支援事業

情報受発信ツールの活用や行政手続オンライ
ン化の推進に向けたデジタルデバイド（情報
格差）解消のため、高齢者のスマートフォン
購入を支援

10,000 政策企画部 ③

みんなｔｏウォーキング事業

いつでも、どこでもできるウォーキングを通
した運動習慣づくりを推進するため、きっか
けづくりから習慣づくりまでの総合的な支援
を展開

3,430 福祉保健部 ③

ひかり消費喚起補助金
市内の経済団体等が主体的に実施する地元購
買の促進に資する消費喚起策を支援

30,000 経済部 ①

コロナ克福商品券発行事業
地域経済の活性化を図るため、市内店舗等で
使用できる商品券を発行し、市民全員に1人
あたり5,000円分を配布

270,963 経済部 ②

光まつり交付金
コロナによる2回の中止を経て、盛大に光ま
つりを開催

4,800 経済部 ③

横断側溝緊急改修事業
グレーチング蓋の跳ね上がり等を原因とした
事故防止のため、緊急的に横断側溝を改修

15,500 建設部 ③

市道緊急舗装整備事業
市道のポットホールを原因とした事故防止の
ため、緊急的に市道の舗装を補修

15,000 建設部 ③

電子図書等充実事業
子どもの読書活動を推進するため電子書籍、
絵本等を購入

10,220 教育委員会 ①

「ひかり夢給食」提供事業
コロナ禍において､学校活動に制限がかかっ
ている児童生徒への激励と地場産業の支援や
食育活動の一環として、特別給食を提供

2,880 教育委員会 ①

　　【令和４年度予算額】

　　　　10事業：総額363,793千円

６ 市民満足度向上事業

光市行財政構造改革推進プランに掲げる取組項目の着実な推進により生み出した財源を活用し、「市

民満足度の向上」を目的に実施する事業（財政調整基金を活用）

①原則単年度単独事業

②臨時的な国県補助事業を活用した単年度事業

③継続事業に対する単年度集中的な上乗せ事業

市政の安定的な運営のための約20億円と、財源調整機能部分を確保した上で、これらを上回る部分を

市民満足度の向上に資する事業に活用

☆市民満足度向上事業とは

☆財政調整基金について
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事業名
予算額

（千円）
担当部

情報受発信ツール導入事業 2,630 政策企画部

行政手続オンライン化事業 856 政策企画部

スマホ購入支援事業 10,000 政策企画部

デジタル化人材活用事業 5,000 政策企画部

ビジネスチャットツール導入事業 - 政策企画部

給与関係事務補助システム導入事業 462 総務部

ＬＧＷＡＮを活用したデータ伝送化 303 会計課

マイナンバーカード普及対策事業 2,475 市民部

社会保障・税番号制度システム戸籍対応事業 2,310 市民部

特定健診受診率・特定保健指導実施率向上戦略 421 市民部

軽自動車税システム改修委託料 2,530 市民部

Ｗｅｂ会議用備品整備事業 305 市民部

障害者福祉管理システム改修事業 1,100 福祉保健部

児童家庭相談システム導入事業 3,848 福祉保健部

デジタル保育推進事業 1,807 福祉保健部

母子健康手帳アプリ事業 1,166 福祉保健部

情報収集等業務効率化支援事業 549 農業委員会

学校における働き方改革推進事業（蔵書管理システム導入） 96 教育委員会

統合型校務支援システム導入 - 教育委員会

学校ＩＣＴ支援事業 4,060 教育委員会

光市教育先端技術研究事業 80 教育委員会

事業名
予算額

（千円）
担当部

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業 400 福祉保健部

保育所等における新型コロナウイルス感染症対策事業 5,800 福祉保健部

新型コロナウイルスワクチン接種事業 104,331 福祉保健部

地域外来・検査センター運営事業 8,330 福祉保健部

ひかり消費喚起補助金 30,000 経済部

コロナ克福商品券発行事業 270,963 経済部

新型コロナウイルス感染症に伴う不況対策特別融資利子補給 5,683 経済部

電子図書等充実事業 10,220 教育委員会

　　【令和４年度予算額】

　　　　21事業：総額39,998千円

　　【令和４年度予算額】

　　　　８事業：総額435,727千円

７ 情報・デジタル化推進事業

８ 新型コロナウイルス感染症対策事業
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参 考 資 料





（単位：千円、％）

(A) (B) (A)-(B)  (C)

（単位：千円）

一般会計繰入金 24,591千円←24,618千円
   対前年度 27千円減（0.1%減）

一般会計繰入金 652,821千円←650,226千円
   対前年度 2,595千円増（0.4%増）

一般会計繰入金 193,601千円←68,815千円
   対前年度 124,786千円増（181.3%増）

一般会計繰入金 536,858千円←581,237千円
   対前年度 44,379千円減（7.6%減）

保険給付費 4,147,207千円←4,248,507千円
   対前年度 101,300千円減（2.4%減）
国民健康保険事業費納付金
   1,226,044千円←1,272,312千円
一般会計繰入金 367,114千円←345,894千円
   対前年度 21,220千円増（6.1%増）

801,033下水道事業会計 1,577,186 1,563,630 298,901

介 護 老 人 保 健
施 設 事 業 会 計

480,736

1,117,500

病 院 事 業 会 計 7,045,800

水 道 事 業 会 計 1,298,300

摘要区    分
収　益　的　収　支 資　本　的　収　支

収　　入 支　　出

【企業会計】

一 般 ・ 特 別 会 計 32,954,095

79,870

7,268,773 372,354 503,573

260,400 793,600

480,736 75,036

   対前年度 4,982千円増（2.2%増）

収　　入 支　　出

32,864,937 89,158 0.3

広域連合納付金 1,113,796千円←1,094,515千円
   対前年度 19,281千円増（1.8%増）
一般会計繰入金 233,722千円←228,740千円

保険給付費 5,041,192千円←4,932,602千円
   対前年度 108,590千円増（2.2%増）
一般会計繰入金 874,152千円←847,493千円
   対前年度 26,659千円増（3.1%増）

91,440 1.7

後期高齢者医療 1,126,655 2.11,103,888 22,767

介 護 保 険 5,454,697 5,363,257

一 般 会 計 20,770,000 20,670,000

△ 125,0495,602,743 5,727,792国民健康保険 △ 2.2

令　和　４　年　度　光　市　予　算　概　要

【総 括 表】

区    分
令和４年度
予  算  額

令和３年度
予  算  額

増減額 増減率
摘要

(C)/(B)

地方財政計画伸率 ＋0.9％

特 別 会 計 12,184,095 12,194,937 △ 10,842 △ 0.1

100,000 0.5

-37-



(A) (B) (A)-(B)  (C)

歳入総額の 36.2%

一般財源の 50.5%

自動車重量譲与税

地方揮発油譲与税

普通交付税

特別交付税

財政調整基金

減債基金

臨時財政対策債

４年度末市債残高

うち一般財源

71.7%

19,040 △ 60 △ 0.3環 境 性 能 割 交 付 金 18,980

（単位：千円、％）【一般会計歳入】

区    分
令和４年度
予  算  額

令和３年度
予  算  額

増減額 増減率
摘要

(C)/(B)

2.7
（R３／35.4％）

（R３／49.5％）
市 税 7,520,900 7,320,681

2,852,797

200,219

2,815,170 37,627 1.3 市税の 37.9% (R３ 38.5% )

個 人 2,519,803 2,484,344 35,459 1.4 市税の 33.5% (R３ 33.9% )

法 人 332,994 330,826 2,168 0.7 市税の 4.4% (R３ 4.5% )

(R３ 48.8%固 定 資 産 税 3,693,735 3,569,185 124,550

軽 自 動 車 税 166,343 6.4

)3.5 市税の 49.1%

市税の 2.2% (R３ 2.1% )

市 た ば こ 税 296,321

市 民 税

282,015 14,306

156,315 10,028

5.1 市税の 3.9% (R３ 3.9% )

入 湯 税 3,173 3,173 0 0.0 市税の 0.0% (R３ 0.0% )

都 市 計 画 税 508,531 494,823 13,708 2.8 市税の 6.8% (R３ 6.8% )

地 方 譲 与 税 167,200 150,220 16,980 11.3
112,320千円

36,550千円

利 子 割 交 付 金 8,130 9,290 △ 1,160 △ 12.5

配 当 割 交 付 金 25,930 24,060 1,870 7.8

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

16,440 11,460 4,980 43.5

法 人 事 業 税 交 付 金 79,495 54,869 24,626 44.9

地 方 消 費 税 交 付 金 1,125,680 1,060,560 65,120 6.1

地 方 特 例 交 付 金 53,020

4,000,000

114,118 △ 61,098 △ 53.5

550,000 13.8地 方 交 付 税 4,550,000

4,000,000千円

      対前年度  550,000千円増（15.9％増）

550,000千円

      対前年度  増減なし

国 庫 支 出 金 2,981,408 2,872,437 108,971 3.8 歳入総額の 14.4% （R３／13.9％）

県 支 出 金 1,420,606 1,595,992 △ 175,386 △ 11.0 歳入総額の 6.8% （R３／7.7％）

繰 入 金 359,592 496,468 △ 136,876 △ 27.6
      対前年度  146,000千円減（32.7％減）

50,000千円

      対前年度  増減なし

300,000千円

繰 越 金 200,000 200,000 0 0.0

市 債 1,112,200 1,685,000 △ 572,800 △ 34.0

600,000千円

      対前年度 500,000千円減（45.5％減）

21,930,077千円

      対前年度 1,445,124千円減（6.2％減）

そ の 他 1,130,419 1,055,805 74,614 7.1

計 20,770,000 20,670,000 100,000 0.5

14,895,261千円

歳入総額の （R３／71.6％）

      対前年度    97,876千円増（0.7％増）

-38-



(A) (B) (A)-(B)  (C)

地方財政計画

対前年度 ＋1.6％

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

※経常収支比率は、歳入の経常一般財源に臨時財政対策債を含んだ場合の数値

※各財政指標は、当初予算ベースの見込数値

（単位：千円、％）【一般会計歳出】

区    分
令和４年度
予  算  額

令和３年度
予  算  額

増減額 増減率
４年度
構成比 摘要

(C)/(B)

人 件 費 3,434,015 3,496,018 △ 62,003 △ 1.8 16.5

物 件 費 3,238,576 3,047,879 190,697 6.3 15.6

維 持 補 修 費 164,805 142,784 22,021 15.4 0.8

扶 助 費 4,335,199 4,306,431 28,768 0.7 20.9

補 助 費 等 3,788,057 3,647,600 140,457 3.9 18.2

(1) 一 部 事 務組合
に 対 す る も の

1,354,899 1,324,587 30,312 2.3 6.5

(2)上記以外のもの 2,433,158 2,323,013 110,145 4.7 11.7

公 債 費 2,389,926 2,367,244 22,682 1.0 11.5

積 立 金 15,362 11,610 3,752 32.3 0.1

投 資 及 び 出 資 金
貸 付 金

219,064 254,772 △ 35,708 △ 14.0 1.1

繰 出 金 2,073,171 2,009,808 63,363 3.2 10.0

予 備 費 31,013 40,119 △ 9,106 △ 22.7 0.1

小 計 19,689,188 19,324,265 364,923 1.9 94.8

投 資 的 経 費 1,080,812 1,345,735 △ 264,923 △ 19.7 5.2

(1) 普通建設事業費 1,075,452 1,341,455 △ 266,003 △ 19.8 5.2

補 助 事 業 費 519,490 668,608 △ 149,118 △ 22.3 2.5

単 独 事 業 費 555,962 672,847 △ 116,885 △ 17.4 2.7

(2） 災害復旧事業費 5,360 4,280 1,080 25.2 0.0

計 20,770,000 20,670,000 100,000 0.5 100.0

経 常 収 支 比 率
102.8 103.9

(一般会計）

財 政 力 指 数
62.0 65.1

(単年度）

実 質 公 債 費 比 率
6.4 7.0

（３か年平均）
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　款別事業概要一覧

　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額

(議会･総務費関係)

☆ 光市議会基本条例推進事業 議会の機能強化と市民参画の推進を目的に、光市議会基本条例を推進するため、議会広報 1,432

紙の発行、議会モニター制度や議会アドバイザー制度の実施

行財政構造改革推進プランの実行 「市民とともに挑戦する『ゆたかな社会』の実現」を基本理念とする行財政構造改革推進 －

プランの実行

★ 　民間提案制度の実施 市民満足度の向上や行政事務の効率化につなげるため、市が保有する財産や市の事業に対 －

し、民間事業者のアイデアやノウハウに基づく提案を募集

★ 　若手職員事業検証プロジェクト 市民サービス向上につなげるため、若手職員による組織横断型のプロジェクトチームを設 －

置し、既存事業を検証

公共施設マネジメントの推進 公共施設等総合管理計画の推進及び公共施設マネジメントに係る研修の受講 42

★ 本庁舎エレベーター改修工事 本庁舎エレベーターの全面改修に係る設計 2,500

★ 人材育成・女性活躍推進事業 理想の職員像の実現に向けた研修会の実施や、課題解決能力向上のための先進地視察の実 1,500

施、自己啓発促進のための資格取得等への支援

★ ＬＧＷＡＮを活用したデータ伝送化 閉域ネットワークのＬＧＷＡＮを活用し、より安全に金融機関へ口座振替データを伝送 303

★ 第3次総合計画周知事業 第3次総合計画に基づくまちづくりを市民等に広く周知するため、総合計画の本冊と概要 1,880

版、マンガ概要版を作成・配布

☆ 市長と気軽にミーティング 「ゆたかな社会」の実現に向けた歩みや課題を市民と共有し、意見交換を行うため、市長 11

（おでかけ版） が市民のもとに出向いて対話を行う「市長と気軽にミーティング（おでかけ版）」を実施

☆ 多文化共生推進事業 やさしい日本語セミナー及び日本語交流サロンを開催 100

★ プロジェクト型課題解決学習(ＰＢＬ) 地域課題の解決に向けて、4月に開学する周南公立大学と連携したプロジェクト型課題解 200

による官学連携事業 決学習（ＰＢＬ）を活用

移住・定住の促進

　ひかりＵＪＩターン滞在費補助金 本市への移住検討者が来訪した際の滞在費の一部を助成 85

☆ 　関係人口・移住・定住施策に係る 「(仮称)光つながり創出チーム」を設置し、関係人口の創出と移住・定住の促進に向けた 43

　庁内プロジェクトチーム 意見交換、情報共有、移住セミナー参加等により組織横断的な移住施策を展開

★ 　移住先決定要因調査 より多くの転入につながる効果的な施策を検討するための前提となる移住先決定要因を調 10

査

　移住就業・移住創業支援補助金 東京圏から本市へ移住し、就業又は創業した人や、テレワーカー、関係人口に対し、移住 2,000

に要する費用を助成

　移住セミナーへの出展 都市圏やオンラインで開催される移住セミナーに参加し、移住希望者に本市をＰＲ 155

　ふるさと光の会の運営支援 本市出身者とのネットワークによるＵターンの促進をはじめ、市政ＰＲの場として「ふる 629

さと光の会」の運営を支援

シティプロモーションの推進

★ 　ＳＤＧｓラッピングポストの作成 本市がデザインした「ＳＤＧｓ大漁旗」や小学生が描く「2030年までに残したいまちの風 410

景」のイラストをラッピングした郵便ポストを作成し、市内に設置

　シティプロモーション推進交付金 市民団体等が開催するシティプロモーション活動を支援することで、まちのにぎわいや活 1,300

力を創出するとともに、市民のまちへの誇りと愛着感を醸成

　　まちぐるみＷｅｄｄｉｎｇ まちへの愛着感や地域とのつながりを醸成するため、市民総出の結婚式を開催 300

★ 　　まちの「光」認識・発見事業 直木賞作家の角田光代氏を招いて、本市の推奨意欲などを高めるため、市民と 1,000

協働してまちの「光」を認識・発見するイベントを開催

☆ 　ふるさと光応援寄附金 市外在住で一定金額以上の寄附者に対し、寄附金額に応じたお礼品を贈呈 17,040

寄附者数の増加や交流人口の拡大につなげていくため、寄附申込みサイトを増設

★ Ｗｅｂ会議用備品整備事業 ＤＸ推進に向けた取組として、コミュニティセンター等でリモート会議等ができる環境を 305

整備し、市民活動団体等の活動を支援

地域づくり推進事業

　コミュニティプラン実現支援事業 地域おこし協力隊の活用により、中山間地域で策定されたコミュニティプランの履行・実 3,181

現を支援

　地域づくり推進事業交付金 地域コミュニティ活動に係る経費として交付 13,305

内　　　　　　　　　　　容
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　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額内　　　　　　　　　　　容

　 　地域づくり市民講座実施事業 市民活動や地域づくりに関する講座の開催 150

三島コミュニティセンター整備事業 平成30年豪雨災害で被災した三島コミュニティセンターについて、新たな施設整備に向け －

整備計画を策定（令和3年度～4年度）

自治会集会所等建設補助金 集会所等の新築や修繕等に対する補助 1,000

第3次生涯学習推進プラン周知事業 生涯学習社会の実現に向けたプランの周知を図るため、計画書を作成し、関係各所へ配布 207

★ 情報受発信ツール導入事業 スマートフォンアプリＬＩＮＥを活用し、市民と行政双方の情報の受発信を充実 2,630

★ 行政手続オンライン化事業 市民生活の利便性の向上や行政事務の効率化を図るため、オンライン決済やマイナンバー 856

カードを用いた本人確認の機能を有する電子申請システムを導入

★ スマホ購入支援事業 情報受発信ツールの活用や行政手続オンライン化の推進に向けたデジタルデバイド（情報 10,000

格差）解消のため、高齢者のスマートフォン購入を支援

★ ビジネスチャットツール導入事業 職員間や自治体間における情報共有・情報交換を効率的に行うため、ビジネスチャットツ －

ールを試行的に導入

★ デジタル化人材活用事業 デジタル化の推進に向けた支援を受けるため、デジタル技術の専門的な知識を有する民間 5,000

人材「（仮称）デジタル化推進アドバイザー」を任用

☆ 交通安全対策 区画線、カーブミラー、防護柵の補修等 7,500

防犯灯ＬＥＤ化 環境にやさしく、安全・安心なまちづくりを推進するため、ＬＥＤ防犯灯リースを継続 6,438

光市防犯協会補助金 防犯灯の設置等へ助成を行う光市防犯協会に補助し、安全・安心なまちづくりを推進 2,240

街路照明適正化事業 街路照明適正化に伴う点検、診断調査等の実施 3,750

光地区防犯団体連合会補助金 市民の防犯意識向上のため、光地区防犯団体連合会へ補助 1,826

「還付金詐欺」や「電子マネー詐欺」等の「うそ電話詐欺」対策を強化 1,528

★ 　防犯カメラ整備 犯罪の抑止等を目的に、光駅、島田駅、岩田駅に防犯カメラを設置 298

★ 空家等対策事業 危険空き家の除却に対し、除却費用の一部を補助 2,540

消費生活支援事業 職員の資質向上や機能強化を図り、複雑・高度化する消費生活相談の窓口を運営 4,861

☆ 防災指令拠点整備事業 防災指令拠点施設の整備、総合防災情報システムの構築、ドローンの配備、河川等監視カ 22,265

メラの設置調査

★ 高潮ハザードマップ改訂事業 県の「高潮浸水想定区域図」に基づき、高潮ハザードマップを改訂 9,251

☆ 避難所環境等整備事業 障害のある人のニーズに対応した避難所環境を整備 280

防災情報電話通知サービス事業 防災行政無線の放送内容を登録世帯の固定電話等へプッシュ通知するサービスを実施 515

自主防災組織アドバイザー等派遣 自主防災組織アドバイザーを自主防災組織や社会福祉施設などの防災講座等に派遣 26

自主防災組織支援 自主防災組織活動を活性化させるため、訓練等の活動を支援 1,200

防災士育成補助金 地域防災活動リーダーを養成するため、「自主防災アドバイザー養成研修」（県主催） 96

を受講する市民に対し、受講経費を補助

自家用工業用水道事業 光市が保有する中山川ダム貯留権の分割水利権を活用し、山口県企業局に有償で工業用水 96,805

を供給 (歳入)

☆ マイナンバーカード普及対策事業 コミュニティセンターや企業等へ出向く「出張申請サポート」を実施 2,475

★ 参議院議員選挙 任期満了日　令和4年7月25日 30,469

★ 県議会議員選挙 任期満了日　令和5年4月29日 8,302

基幹統計 学校基本調査、就業構造基本調査、経済センサス調査区管理等 2,281

(民生費関係)

第4期地域福祉計画周知事業 地域福祉の方向性を周知するため、計画書を作成し、関係各所へ配布 271

障害者総合支援法 障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス

  介護給付費(居宅介護、生活介護、施設入所支援、療養介護等) 704,900

  訓練等給付費(自立訓練、就労継続支援等) 281,800

  自立支援医療(更生医療、育成医療) 87,000

  その他(相談支援、補装具) 28,400

障害児通所支援 児童発達支援(就学前の障害児・その家族を対象とした支援等) 113,500

放課後等デイサービス(就学後の障害児・その家族を対象とした支援等)

障害児計画相談支援(障害児通所支援を利用する障害児を対象とした支援等)など
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　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額内　　　　　　　　　　　容

★ 発達障害児地域支援体制強化事業 発達障害児やその家族が身近なところで必要な支援が受けられる体制を構築するため、 126

ペアレントメンターの活動支援等を実施

★ 障害者福祉管理システム改修事業 国の障害福祉サービスデータベースの新設に伴い、障害者福祉管理システムを改修 1,100

身体障害者デイサービスセンター 身体障害者を対象とした通所による創作的活動、機能訓練等のサービス提供 3,930

地域生活支援 地域や利用者の実状に応じて市町村が実施する障害者の自立支援サービス 29,001

(相談支援、生活支援、地域活動支援センター事業、社会参加促進等)

地域生活支援拠点の整備 入所施設等の居住支援機能に加え、24時間体制で相談、緊急時の受入れ、体験の機会や 3,800

場、専門的人材の確保養成、地域の体制作りを担う障害者の支援拠点の核となる障害者

総合相談支援事業を市内事業者に委託して整備

高齢者生活支援 介護保険事業外での高齢者などに対する生活支援サービスや生きがいづくり等の場を提供 4,489

(ねたきり老人寝具乾燥・牛島憩いの家デイサービスセンター・生きがいと健康づくり推

　 進)

長寿者祝品支給 長寿高齢者に祝金品を贈呈 3,445

災害時要援護者把握事業 災害時に自力では迅速な避難行動ができない要援護者の、地域における互助・共助を基本 1,481

とした避難支援体制の構築を目的とした高齢者･障害者等の実態把握

高齢者福祉送迎事業 三島温泉健康交流施設と市内の拠点施設を結ぶ無料送迎車を運行 1,633

介護助手普及推進事業 介護事業所の人材不足解消のため、「介護助手」の周知や仕事体験への補助を実施 342

憩いの家運営　　 西部憩いの家(指定管理)、東部憩いの家(指定管理)、大和地区各老人憩いの家 20,291

低所得者利用者負担対策 低所得者等の介護保険利用者負担を軽減する事業者に対する補助 154

離島利用者負担対策 牛島在住の要介護者等が制限されることなく介護サービスを利用できるよう負担軽減助成 58

男女共同参画社会推進事業 第4次男女共同参画基本計画の周知・啓発を行い、男女共同参画社会の実現に向けた施策 805

を総合的かつ計画的に推進

☆ おっぱいまつり交付金 感染症対策を徹底の上、おっぱいまつりを開催 780

未来のパパママ応援事業 中学3年生を対象とした全5回のカリキュラムを実施し、赤ちゃんとのふれあいなどにより 245

命の尊さを実感し、親への感謝の気持ちなどを醸成

子ども相談センターきゅっと事業 「子ども家庭総合支援拠点」機能に「子育て世代包括支援センター」機能を併せ持ち、子 10,544

どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、相談対応や継続的なソーシャルワークによる助言

・支援等、妊娠期からの切れ目のない支援を実施

また、要保護児童対策地域協議会等関係機関と連携し、児童虐待防止対策を実施

★ 児童家庭相談システム導入事業 業務効率の向上、情報セキュリティの強化等のため児童家庭相談システムを導入 3,848

産前・産後サポーター派遣事業 日中支援者がおらず、不安や悩みを感じている妊産婦に対して、相談・育児支援・家事支 937

援を行うサポーターを派遣

保育士等就労促進給付金事業 市内私立保育所等に勤務する保育士等を確保するため、保育所等に就労した人に就労促進 1,400

給付金を給付

子育てサポーター事業 保育士の負担を軽減するため、地域の高齢者や子育て経験者等の子育てサポーターを活用 4,800

し、働きやすい職場環境を整備する保育所に対する補助

児童手当支給事業 対象:0歳～中学校修了前児童 662,596

支給額:3歳未満、3歳以上小学校修了前第3子 15千円/月

　　　 3歳以上小学校修了前第1･2子 10千円/月、中学生 10千円/月

　　　 特例給付(所得制限該当世帯)  5千円/月

　　　 ※所得上限限度額を超える世帯は令和4年6月から不支給

乳幼児医療費 乳幼児(就学前児童)の医療費の自己負担分を保護者に対して助成（所得制限なし） 84,024

子ども医療費 中学校3年生までの医療費の自己負担分を保護者に対して助成（所得制限なし） 111,522

高校3年生までの入院医療費の自己負担分を保護者に対して助成 (所得制限あり)

☆ ひとり親家庭自立支援 ひとり親家庭の経済面での自立を促進するための就業支援 9,112

児童扶養手当支給事業 生活の安定と自立を支援するため、母子・父子等で児童を養育している家庭に対して支給 159,461

ひとり親家庭医療費 ひとり親家庭への医療費助成制度(市民税所得割非課税世帯) 25,366

18歳以下の児童を養育しているひとり親家庭の親及び児童の医療費の自己負担分を助成

副食費負担軽減事業 幼児教育無償化に伴い、県制度により無償化前と比べ負担が増加する世帯等に対する補助 972
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　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額内　　　　　　　　　　　容

特別保育 子育て家庭の多様な保育ニーズに応えるために実施する特別保育に係る経費 53,378

（障害児保育、一時預かり、延長保育、休日保育）

病児保育 病気時や病気回復期にある児童を、集団生活の困難な期間一時的に預かる保育事業 11,672

保育所等における新型コロナウイルス 保育所等における新型コロナウイルス感染症対策 5,800

感染症対策事業

私立保育所保育実施委託 私立保育所の入所児童に係る費用 838,900

施設型給付費 子ども・子育て支援新制度の私立幼稚園や認定こども園の入園児童に係る費用 329,100

地域型保育給付費 子ども・子育て支援新制度で創設された小規模保育事業等の入所児童に係る費用 3,150

施設等利用給付費 幼児教育無償化に伴う、新制度未移行幼稚園、幼稚園預かり保育、認可外保育施設等の特 4,920

定子ども・子育て支援施設等の利用児童に係る費用

★ 保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時 保育士や幼稚園教諭等の処遇の改善のため、賃金改善を行う保育所、幼稚園等に対して、 41,284

特例事業 必要な費用を補助

子育て支援センター運営 子育て支援の拠点として、子育て家庭の交流の場を提供するとともに、支援員による遊び 7,402

の指導等を実施

ファミリーサポートセンター運営 育児の援助を受けたい人と支援したい人を会員に、地域で育児を助け合う会員組織 2,418

公立保育所運営 4園　定員305名(浅江東・浅江南・みたらい・大和) 240,389

★ デジタル保育推進事業 保育士の業務負担を軽減し、園児と向き合う時間を増やすため、保育所のＩＣＴ化を推進 1,807

公立保育所災害対策事業 園児等が災害時に落ち着いて対応が出来るよう、公立保育所4園で年に1回の非常食提供及 91

び喫食訓練を実施

公立保育所施設整備 浅江南保育園のエアコン更新、浅江東保育園のブラインド更新ほか 1,970

☆ 公立保育所給食調理等業務委託 公立保育所の給食調理等業務を民間事業者へ委託 46,042

児童館運営 施設運営、ものづくり拠点施設として講座の開催、児童の健全育成の推進 5,970

児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業 ＤＶなどの、家庭内で起こる各種問題の解決へ向けた相談支援等の実施 2,625

被保護者就労支援事業 被保護者の自立に向けた総合的、段階的な就労支援 2,319

生活困窮者自立支援制度 生活困窮者に対し、相談支援等を一体的・計画的に実施 13,080

家計改善支援事業 家計に問題を抱える生活困窮者等からの相談に応じて、生活の再生に向けた助言・指導等 948

を実施

★ 就労準備支援事業 生活基礎能力や対人能力等に問題を抱え、直ちに一般就労が困難である人を対象に、コミ 2,888

ュニケーション能力の獲得や生活習慣の改善等の支援を実施

就労自立給付金支給事業 安定した職業に就くことにより生活保護からの自立を促すための給付金を支給 350

進学準備給付金支給事業 生活保護世帯の子どもの大学等への進学支援を図るための給付金を支給 300

生活保護 (例示)高齢（65歳）単身世帯の生活扶助基準額 66,640円／月 654,350

介護保険特別会計繰出金 介護保険特別会計(保険事業勘定)への繰出金 874,152

(特別会計の事業概要) (予算額)

　介護保険特別会計の運営 介護保険料　基準保険料：月額5,421円(令和3～5年度)

介護保険特別会計総額 1.7％増(対前年度当初予算比)

　(保険給付費 2.2％増、地域支援事業 3.2％減)

　地域包括支援センター運営事業 高齢者の保健・医療の向上及び福祉の増進を包括的・継続的に支援するため 49,782

地域包括支援センターを運営

　介護予防・日常生活支援総合事業 介護予防給付の訪問及び通所介護を地域支援事業に移行し、これまで実施し 187,874

てきた地域支援事業における介護予防事業を併せ、「総合事業」として実施

　　いきいき百歳体操普及事業 介護予防(いきいき百歳体操)を実施する住民主体の通いの場を拡大し、高齢 523　

者の心身機能の低下防止と社会参加を促進

　　地域ふれあいサロン推進事業 「ふれあい・いきいきサロン」を拡充し、住民主体の介護予防への継続参加 1,171  

を促進

　　地域ふれあいサロン活動支援 「ふれあい・いきいきサロン」へ看護師を派遣し、健康のチェックやアドバ 2,558　

　　事業 イス等を通じて介護予防効果を促進

　　地域リハビリテーション活動支援 地域における介護予防の機能強化を図るため、リハビリ専門職が住民活動・ 358　

　　事業 地域ケア会議・同行訪問などで総合的に支援
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　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額内　　　　　　　　　　　容

　　弁護士相談事業 介護支援専門員や福祉関係者の対応力向上のため、弁護士から高齢者の権利 134　

擁護等に関する専門的な助言を受ける相談会を定期的に開催

　　介護支援ボランティアポイント事業 介護施設等を対象としたボランティア活動と、在宅高齢者の生活を地域で支 1,468　

　　(ひかりふれ愛ポイント事業) える仕組みを構築し、介護予防や生きがい創出に繋げる取組みを推進

★ 　日常生活圏域ニーズ調査 第9期介護保険事業計画策定時における今後の高齢者施策の方向性を定める基 2,419

礎資料とするためのアンケート調査を実施

☆ 　もの忘れ相談事業 認知症の早期発見・早期対応の充実と、認知症の正しい理解の推進を図るた 650

め、「もの忘れ相談プログラム」の活用促進

　認知症高齢者等見守りネットワーク ひかり見守りネットの見守りグッズを配布し、行方不明発生時の早期発見・ 70

　事業 未然防止を強化

　地域医療介護連携システム事業 周南地域の在宅医療・介護の連携を推進するＩＣＴを活用したネットワーク 84

(周南ケアねっと)に加入し、多職種間で情報を共有

　成年後見制度利用支援事業 成年後見制度利用にあたり、必要な費用を助成 2,302

　緊急通報装置設置等事業 高齢者等の在宅生活を支えるため、緊急時や日常生活上の相談等の通報に 12,378

24時間365日対応

　成年後見制度利用促進体制整備事業 成年後見制度利用促進に向けた体制の構築 125

　生活支援体制整備事業 高齢者の在宅生活を支えるため、多様な事業主体による生活支援サービスの 5,146

提供体制の構築(コミュニティ協議会単位等での取組みを促進)

　認知症カフェ運営補助金交付事業 認知症の人や家族、地域の人が集い語り合う「認知症カフェ」を主体的に運 270

営する団体に対して助成

国民健康保険特別会計繰出金 国民健康保険の保険基盤安定、未就学児均等割保険税、事務費、出産育児一時金、財政 367,114

安定化支援、国保負担軽減対策、健康増進事業に係る繰出金  

(特別会計の事業概要)

　多子世帯負担軽減対策 18歳未満の子どもが3人以上いる世帯の3人目以降の均等割を全額減免

★ 　未就学児の被保険者均等割軽減 子育て世帯の経済的負担軽減の観点から、未就学児の均等割の5割を軽減

★ 　賦課限度額の引上げ 全体で3万円引き上げ102万円

☆ 　特定健診受診率・特定保健指導実施 健診連続受診者へのインセンティブの付与、無料オプション検査付き単独集団健診の拡

　率向上戦略 充、集団面接とイベント(調理指導等)の同時開催、動機付け支援対象者へのオンライン

指導等

後期高齢者医療事業 山口県後期高齢者医療広域連合への負担金及び後期高齢者医療特別会計への繰出金 834,490

(負担金及び繰出金) 　対象者：75歳以上の高齢者及び65歳から74歳までの一定の障害の状態にある人

　運営体制：主体は山口県後期高齢者医療広域連合

　　　　　　市は保険料の徴収、資格の得喪受付、被保険者証の交付等

(衛生費関係)

健康づくり推進計画の推進 光市健康づくり推進計画(平成27年度策定)に沿った各種事業の実施 3,636

★ 　みんなｔｏウォーキング事業 いつでも、どこでもできるウォーキングを通した運動習慣づくりを推進するた 3,430

め、きっかけづくりから習慣づくりまでの総合的な支援を展開

★ 　いただきますｄｅマナーアップ事業 望ましい食習慣や、食事マナー、食文化などを通して健全な心身、豊かな人間 15

性を育むため、研修会を開催

　健康プラスアップ作戦啓発事業 市民の健康意識の向上と取組の推進を図るため、リーフレット等により啓発 -

　セルフチェック応援事業 市民が継続的に健康状態を把握する意識を高め、健康管理の習慣化、生活習慣 -

の改善を促進

　光の恵みｄｅ朝ごはん事業 若い世代の朝食欠食が多いことに着目し、フェイスブック等を活用した双方向 191

な取組みにより、朝食やバランスの良い食事など適切な食生活を啓発

★ 光市食生活改善推進員養成講座 食生活改善推進員の新規推進員養成のための講座を開催 101

自殺対策計画推進事業 自殺対策として、ゲートキーパー指導者養成研修及び市民等を対象としたゲートキーパー 746

研修を実施
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　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額内　　　　　　　　　　　容

がん検診受診率向上戦略 がん検診受診率向上戦略の強化 3,521

★ 　胃がん検診の早期受診割引 検診期間内での早めの受診を促すため、早期（6、7月）予約者に対して、自 358

己負担額の割引を実施（対象：50～69歳の個別検診）

　集団検診における日曜検診の実施 検診受診機会を拡大し受診しやすい環境を整えることで、受診率の向上を図り 755

がんの早期発見・早期対応を推進

　はじめて検診応援事業 40歳の人を対象に肺がん・大腸がん・骨粗鬆症・ふしめ歯周病検診の、また50 1,189

歳の人を対象に胃がん・前立腺がん検診の自己負担無料化

☆ 　女性のがん検診推進事業 前年度20歳（子宮頸がん）・40歳（乳がん）の女性を対象に自己負担無料化 1,219

　(子宮頸がん・乳がん)

　がん検診すすめ隊受診啓発 がん検診すすめ隊啓発リーフレットを活用し、受診の勧奨

予防接種 日本脳炎、二種、三種、四種混合、高齢者のインフルエンザ、単独不活化ポリオ、 144,084

ＢＣＧ、麻しん･風しん、Ｈｉｂ感染症、高齢者・小児の肺炎球菌感染症、水痘、

Ｂ型肝炎、ロタウイルス

☆ 新型コロナウイルスワクチン接種事業 新型コロナウイルスワクチンの接種 104,331

☆ 風しんに関する追加的対策 抗体保有率の低い世代の男性に対する抗体検査及び定期予防接種を実施 7,385

風しん予防接種費助成 妊娠を希望している女性等を対象に、風しん予防接種費用に対する助成を実施 160

☆ ヒトパピローマウイルス感染症定期予防 ヒトパピローマウイルスの感染を予防し、子宮頸がんの発症予防を図るため、定期予防接 17,235

接種の積極的勧奨 種の積極的勧奨を実施

★ 母子健康手帳アプリ事業 子育てに関する記録や通知のデジタル化、アプリを通じた子育て支援の充実化を進めるこ 1,166

とにより、妊娠、出産、子育てに関する環境づくりを推進

不妊・不育症治療費助成 不妊症、不育症治療費に対する助成を実施 2,190

5歳児発達相談 発達の気になる子どもを対象に相談会を実施し、発達障害の早期発見・支援のシステム 631

を確立し、子どもの育ちを支援

　発達相談会、発達相談事後フォロー講座･相談等の開催

妊婦健康診査 妊婦健康診査全14回を公費負担 34,793

★ 多胎妊婦の妊娠健康診査支援事業 単胎妊娠よりも早産等のリスクが高い多胎妊娠の妊婦に対して、既存の妊婦健診14回に 185

加え、超音波健診等5回分の費用を公費負担

産婦健康診査 産後うつや新生児への虐待等の予防のため出産後の産婦に対する健診(母体の回復や産 1,815

後の精神状態等の確認)を全2回実施し、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援

体制を構築

産後ケア事業 心身の不調や育児不安を持つ産後の母子に対して、心身のケアや育児支援を実施 1,096

母子保健事業 乳幼児健康診査､乳幼児健康診査費用補助(県外受診分)、母子保健推進員活動等 13,195

★ 妊婦歯科個別健診 妊娠中は口腔ケアが不十分になりやすく、歯周病の進行により早産、低体重児出産のリ 550

スクが高まるため、妊婦を対象とした歯科個別健診を実施

★ 親子でハッピー歯科健診 1歳6か月児歯科健診を受診する際、保護者も自己負担無料で同時に歯科健診を受診する機 1,131

会を提供し、家族の歯科保健意識の向上及び歯科疾患の早期発見・早期対応

口腔がん検診(集団) 50歳以上を対象に集団検診、イベント検診を実施 283

歯科保健事業 幼児歯科健診、歯のコンクール、保育所・幼稚園歯科指導等 1,563

大和地域民間診療所誘致事業 大和地域において地域医療の充実を図るため、民間診療所誘致活動を実施 275

地域外来・検査センター運営事業 新型コロナウイルス感染症に係る行政検査を行う地域外来・検査センターの運営 8,330

第3次環境基本計画策定事業 環境保全等の施策を総合的・計画的に推進するため、第3次環境基本計画を策定 －

第2次環境基本計画の推進 第2次環境基本計画（5つのリーディングプロジェクト）に則った環境行政を推進 7,238

☆ 　みんなで輝く　ＬＥＤで光るまち 環境にやさしく明るいまちの象徴となるＬＥＤの活用を促進し、地球温暖化を防止 6,000

　プロジェクト 　エコライフ補助金(ＬＥＤ照明設備、宅配ボックスなどの導入促進)

☆ 　みんなで創る　エコまち推進 市民・事業者と一丸となった省エネや地球温暖化防止対策の推進 870

　プロジェクト 　緑のカーテン普及促進、地球温暖化対策地域協議会支援、エコスタイルセミナー、市

　民ノーマイカー運動・ひかりライトダウンチャレンジなどの省エネルギー運動推進、

　電気自動車用急速充電器の電気契約を再エネ100%プランに切替、「ごみの行方＆エネ

　ルギーの始まり」見学ツアー
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　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額内　　　　　　　　　　　容

　みんなで守る　水と緑　自然共生 自然敬愛都市宣言のまちであることを周知し、豊かな自然環境や生活環境を保全、継承 30

　プロジェクト 　日本の森・滝・渚全国協議会事業

☆ 　みんなでつなぐ　環境「まなび」 次代を担う子どもたちの環境保全意識を醸成するほか、幅広い世代が学べる機会を創出 338

　プロジェクト 　環境「まなび」推進事業(小学生向け「ひかりエコくらぶ」、中学生向け「ひかり環

　境未来塾｣、一般向け環境講演会)、環境学習推進事業

ごみダイエット促進キャンペーン ごみの減量化やリサイクルの促進をテーマとした各種施策を展開 280

　環境学習の開催(各世代に応じた出前講座の開催)

　不用品交換システムの充実(リユースネット、フリマネット)

　子ども用品に特化したリユース制度の取組み(リユースキッズ)

　イベントを活用した啓発活動の推進

　エコショップ認定制度

　「ごみの行方＆エネルギーの始まり」見学ツアーの開催等

リサイクル推進事業 古紙類の再資源化のため、市民団体等の行う資源回収に対して補助 1,425

団体補助 2.0円/kg(雑がみ5.0円/kg)

生ごみリサイクル促進事業 家庭から排出される可燃ごみの多くを占める厨芥ごみの減量化や再資源化を促進するため 263

生ごみ処理機等の購入に対して補助

　電動生ごみ処理機：限度額20千円/台、コンポスト容器：限度額2千円/基

　段ボールコンポスト：限度額1千円/個

★ バイオマス配合可燃ごみ袋導入 温室効果ガス排出量等の削減のため、バイオマス配合の市指定の可燃ごみ袋を導入 25,369

不燃物・可燃ごみ等収集事業 可燃ごみ・不燃ごみ等の収集処理 205,008

☆ ごみ分別アプリの充実 ごみの分別や軽量化に関する情報の拡充 55

粗大ごみ等のふれあい訪問収集 市民を対象に、分解を要するごみや粗大ごみの訪問収集を有料で実施 1,802

ごみ集積場の整備促進 可燃ごみ収納容器(ステンレスボックス)：補助率30％(限度額15千円) 965

  ごみ収集施設設置費補助 不燃ごみ置場：補助率30％(限度額100千円)

不燃ごみ置場表示板：補助率50％(限度額50千円)

★ じん芥収集車購入 じん芥収集車の更新 8,000

じん芥処理 可燃ごみ・不燃ごみの処理

  周南地区衛生施設組合 3市　光市負担率 清掃分　人口割20.47％、搬入量割(直営)21.95％(一般)18.55％  　　　　　　400,136

　　　　　　　　衛生分  人口割23.58％、基幹改良分　人口割20.47％

　　 恋路クリーンセンター、御屋敷山斎場

  周南東部環境施設組合 2市　光市負担率 経常分45.12％　建設分47.12％  リサイクルセンター、埋立処理場 237,314

★ 畜犬管理システム改修事業 改正動物愛護法の施行に伴う畜犬管理システムの改修 269

特定外来生物対策事業 特定外来生物(アルゼンチンアリ)の生息調査及び「協働事業提案制度」による団体や地元 589

住民との協働により防除等を実施

浄化槽設置整備事業 9,990

　認可区域外 設置補助額：5人槽(高度処理) 384千円/基 8,070

　　　　　　7人槽(高度処理) 462千円/基　　

　認可区域内 下水道事業認可区域内において、一定の条件のもと合併処理浄化槽の設置 1,920

を補助

設置補助額：5人槽(高度処理) 384千円/基

☆ 汚水処理共同化事業 し尿等を下水処理施設で共同処理するための「し尿等受入施設」の実施設計を実施 32,000

墓園管理運営事業 《墓園事業概要》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和3年12月末現在 12,547

　西部墓園　　　(整備区画数3,032 貸出区画数2,877 貸出不能区画数6 貸出残数149)

　大和あじさい苑(整備区画数　363 貸出区画数　340 貸出不能区画数4 貸出残数 19)

　　　・永代使用料　3㎡:200,000円、4㎡:266,000円、5㎡:333,000円

　　　・管理手数料　44,000円

　　永代使用料返還金

　　　墓碑未設置：5割の額を還付

　　　墓碑設置　：3割の額を還付（原状回復後の返還が条件）
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　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額内　　　　　　　　　　　容

飲料水供給施設長寿命化事業 牛島の飲料水供給施設の長寿命化（導電率計の更新） 3,000

水道事業会計繰出金 企業債元金及び利息等に対する繰出 24,591

病院事業会計繰出金 救急医療負担金、企業債元金及び利息等に対する繰出 652,821

　光総合病院:364,418千円、大和総合病院:288,403千円

(主な建設改良事業)

　光総合病院:内視鏡システムサーバほか、大和総合病院:ＭＲＩイメージング装置ほか

☆ 介護老人保健施設事業会計繰出金 企業債元金及び利息、空調設備更新に係る工事費、事業資金不足等に対する繰出 193,601

(労働費関係)

労働者金融対策事業 離職者や中小企業勤労者の生活の安定を図るための貸付制度 1,768

　中小企業勤労者小口資金預託金　　1,168千円

　離職者緊急対策資金預託金　　　　  600千円

光市シルバー人材センター助成事業 光市シルバー人材センターへの運営補助 9,081

(農林水産業費関係)

★ 情報収集等業務効率化支援事業 農地情報等をデータベース化するため、農業委員会にタブレット端末を導入 549

地産地消推進型園芸施設整備事業 農作物の安定生産促進のため、ビニールハウス等園芸施設を設置する農家等に対する補助 450

農林水産物高付加価値化促進事業 地元産農林水産物のブランド化及び加工・商品化に向けた支援 1,200

害虫防除支援事業 水稲に被害を及ぼすスクミリンゴガイ（ジャンボタニシ）の防除対策支援のため、薬剤の 500

購入を補助

法人の新規就業者雇用に対する補助事業

　就農促進事業 新規就農者を雇用した経営体の人件費等に対する支援（市単独事業） 1,080

☆ 　新規農業就業者定着促進事業 新規就農者を雇用した農業法人の育成経費に対する支援（県の事業） 2,850

★ 集落営農法人連合体育成事業 経営規模の拡大、所得向上を図る集落営農法人連合体に対し、共同利用する機械・施設の 252

整備を補助

農業次世代人材投資資金事業 自己経営を開始した新規就農者の就農直後の経営確立に向けた支援 1,500

中山間地域等直接支払交付金 平地に比べ生産条件が不利な地域の農業生産性向上のための交付金 4,457

★ 第4次地産地消プラン策定事業 第3次光市地産地消プランが計画期間を終えるため、第4次地産地消プランを策定 266

地産地消推進事業 農業体験研修等を実施し、地産地消を推進 2,000

農地中間管理機構業務受託事業 農地の利用調整、借受・貸付等の農地中間管理機構が行う業務を受託し実施 1,031

里の厨設備・備品の更新・長寿命化 老朽化した設備や備品の更新及び長寿命化のための保守を実施 950

★ 農村整備事業負担金 周南広域農道トンネル長寿命化対策工事(県営事業)に対する負担 5,000

土地改良事業補助金 土地改良区所有の農業水利施設などについて、長寿命化対策工事を実施 2,150

多面的機能支払交付金事業 農業者と地域住民で構成された活動組織が行う地域共同活動などへの支援 20,960

海岸松林保全事業 室積・虹ケ浜海岸及び浅江地区の松林保育、黒松植栽等 16,615

★ 不法占拠家屋等撤去事業 行政代執行法に基づき、市有地にある所有者不明の不法占拠物の撤去処分 6,200

民有林振興事業 優良な木材等の森林資源確保及び、里山等地域住民に密接な関係がある生活環境林を維 10,185

持・創設するため、森林所有者による造林等拡大事業を補助

伊藤公の森周辺保育 造林箇所の下刈等の実施、森全体の維持管理 2,000

白砂青松の保全管理 海岸松林を次世代に引き継ぐためボランティアによる植栽の実施 50

有害鳥獣捕獲奨励金 農作物被害等の軽減を図るため、有害鳥獣の捕獲を奨励 1,854

鳥獣被害防止対策事業補助金 有害鳥獣から農作物を守る防護柵、電気柵等に対する補助 2,500

☆ 有害鳥獣捕獲対策協議会交付金 1,950

有害鳥獣捕獲用箱わな管理事業 有害鳥獣捕獲用箱わなの適正管理 600

自衛わな農家に対するわな資材等補助事業 捕獲意欲高揚のため、自衛わな農家に対する補助 430

★ 集落環境整備事業 有害鳥獣の出没を招くヤブの除去を実施 500

森林環境譲与税関連事業 3,250

★ 　森林整備促進事業 森林の整備を促進するため、林業経営の効率化及び森林管理に要する経費を補助 3,000

★ 　公共施設内設備木質化事業 県産材を使用した木製品を啓発するための備品購入 200

★ 　森林体験学習 親子で自然を守り、育むことの大切さを学ぶため、木工教室など森林体験学習を実施 50

市有林管理事業 間伐や草刈りなど市有林の保育事業を実施 5,250

イノシシ被害が拡大する地域に対し、捕獲対策の強化を図るための箱わなの増設
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　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額内　　　　　　　　　　　容

松林対策事業 伐倒駆除・処理、樹幹注入剤、こも巻き等 9,330

内海地区水産環境整備事業 光市地先などへの漁場施設（魚礁）の設置に対する負担 1,350

（県営事業負担金） 令和4年度：設置工事

ひと・しごと定住総合支援事業(漁業) 市外から本市へ移住・定住して漁業への就業を希望する人に対する総合的支援 750

★ 光熊毛地区水産物供給基盤機能保全事業 光熊毛地区栽培漁業センター(上関本場)の長寿命化対策工事に向けた実施設計 540

★ 光市栽培漁業センター電気機械設備修繕 老朽化による機械設備の故障や停止を防止するため、計画的な修繕及び更新を実施 3,000

事業

新規漁業就業者確保育成推進事業 漁業就業者の確保定着を促進し、漁村地域の活性化を図るための支援 1,425

漁業振興資金預託金 漁協経営安定化対策 10,000

水産物供給基盤機能保全事業 老朽化が進む漁港施設の長寿命化を図るため、対策工事を実施 35,000

令和4年度：工事(戸仲・八幡物揚場)、委託（八幡周回道路・西護岸設計）

漁港施設補修工事 西ノ浜船揚場の補修及び漁港施設照明灯のＬＥＤ化 6,500

★ 海岸保全施設簡易標識等整備事業 海岸保全施設に設置している簡易標識灯の更新 3,200

光漁港海岸保全施設整備 室積松原海岸の高潮対策を推進するため、高潮堤防の整備を進めるとともに、 187,000

新たに排水路を延伸

★ フィッシングパーク光長期修繕計画策定事業 計画的かつ予防保全による施設の長期修繕計画を策定するため、現況調査を実施 5,600

★ 光漁港海岸放置艇処理事業 海岸保全及び航行者の安全確保のため、放置艇の撤去処分 1,000

(商工費関係)

徳山下松港開港100周年記念事業負担金 令和4年2月の徳山下松港開港100周年を祝うため、関係自治体等と記念事業を実施 366

商工業振興対策 地域力活用強化事業補助 3,900

☆ 光まつり交付金 コロナによる2回の中止を経て、盛大に光まつりを開催 4,800

「雇用の日」事業 雇用の日メッセージフェアを開催し、雇用の重要性を情報発信 1,300

中小企業支援対策 ・中小企業育成支援事業補助 3,880

・小規模企業経営支援事業補助 2,200

・記帳機械化推進事業補助 700

中小企業等雇用奨励金 新たな雇用により常用従業員数が純増した事業主に対し、奨励金を交付 1,000

★ ひかり消費喚起補助金 市内の経済団体等が主体的に実施する地元購買の促進に資する消費喚起策を支援 30,000

★ インターンシップ促進補助金 若者の市内事業所への雇用を促進するため、インターンシップを受け入れた市内中小企業 2,000

者等に奨励金を交付

新型コロナウイルス感染症に伴う 新型コロナウイルスの緊急経済対策として、中小企業者の経営の安定化を図るため、融資 5,683

不況対策特別融資利子補給 に係る利子の一部を補助

☆ 中小企業等金融対策事業 市内事業者の資金借入時における負担の軽減を図るため、保証料を補助 8,000

中小企業金融対策預託金 小口・不況対策融資預託金等 190,300

☆ 事業所設置奨励金 市内産業の振興及び雇用拡大を目的に、事業所設置奨励金を交付 42,945

※対象業種や小規模企業者の交付要件を緩和

★ 事業所設置タイプ別奨励金 サテライトオフィスの設置や空き店舗等を活用して事業所等を開設した場合、奨励金を交 900

付

☆ コロナ克福商品券発行事業 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市民生活の下支えと停滞する地域経済の活性化 270,963

を図るため、市内店舗等で使用できる商品券を発行し、市民全員に1人あたり5,000円分を

配布

夏季海水浴場管理運営 安全対策(警備員、監視船等)、維持管理(清掃、ゴミ収集等)、施設整備(放送設備等) 11,211

周南広域観光連携推進協議会 周南3市における、市域を超えた広域での観光振興 298

梅まつり運営協議会 梅まつり開催経費等に対する交付金 2,700

観光協会補助金 観光振興のため、海水浴場環境整備や花火大会の開催経費等に対して補助 17,200

海水浴場環境整備事業 利用者のサービス向上のため、虹ケ浜海水浴場にシャワーを設置 1,156

(観光協会補助金再掲）

★ 光セレクションＰＲ事業 光セレクション土産品の知名度向上と販売促進を図るため、リーフレットを作成 236

離島航路確保対策 牛島海運有限会社に対する補助 24,332

市営バス運行事業 市内5路線でバス運行 11,891
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　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額内　　　　　　　　　　　容

民間バス運行助成事業 民間バス路線の運行支援により、地域住民の交通手段を確保 41,670

★ ＩＣカード導入整備補助金 公共交通の利用促進を図るため、県内バス事業者の交通系ＩＣカード導入を支援 1,144

★ 高齢者バス・タクシー運賃助成 通院や買い物などの日常生活に必要な移動を困難とする高齢者や運転免許返納者などの交 7,016

パイロット事業 通弱者の移動を支援するため、バス・タクシー利用時の運賃を助成

★ デマンド型交通導入検討事業 移動が困難な高齢者の移動手段確保に向けて、新たな地域内交通「デマンド型交通」の導 67

入とＡＩ技術の活用を検討するため視察を実施

★ 牛島～室積航路確保維持事業 牛島～室積航路の維持確保のため、新船建造の検討や母港の変更、運航ダイヤの見直しに 48

着手

☆ 地域公共交通協議会交付金 わかりやすい乗継情報の提供に取り組むため、バス路線案内図や乗継時刻表を記載した公 128

共交通マップを作成

(土木費関係)

緊急舗装整備・改修事業 30,500

★ 　横断側溝緊急改修事業 グレーチング蓋の跳ね上がり等を原因とした事故防止のため、緊急的に横断側溝を改修

★ 　市道緊急舗装整備事業 市道のポットホールを原因とした事故防止のため、緊急的に市道の舗装を補修

道路整備事業 15,500

　岩田地区道路整備 舗装工　側溝工(令和4年度事業)

　山田畑線道路改良 待避所設置　舗装工(令和4年度事業)

市内橋梁整備事業 光市橋梁長寿命化修繕計画に基づき実施する橋梁1橋の実施設計及び橋梁3橋の補修工事 87,000

市内道路橋定期点検事業 道路橋47橋の点検 41,000

市道舗装メンテナンス事業 緊急輸送道路や交通量の多い市道の舗装改修工事を計画的に実施 33,000

☆ 市道舗装・側溝等整備事業 市道舗装整備等の工事及び実施設計 27,000

市内市道維持管理業務委託 道路法面などの支障木の伐採、草刈等 19,218

★ 雨水渠改修事業 老朽化が進む雨水渠の調査 2,000

河川水路浚渫事業 河川等の氾濫を未然に防止するため、河川の流下に支障となる土砂等を除去 28,000

農道維持管理委託 幹線農道の支障木の伐採、草刈等 8,000

過年度土木施設災害復旧事業 令和3年8月豪雨により被災し復旧工事を行った道路法面の用地を取得 1,360

県営事業負担金(道路事業) 県の道路事業に対する負担 10,000

県営事業負担金(港湾事業) 県の港湾事業に対する負担 25,000

光駅拠点整備事業 駅舎を含む光駅南北自由通路及び南北両駅前広場等の基本設計等(令和3～4年度事業) 59,092

★ 都市計画基礎調査 都市計画法に基づき、人口、産業等の現況及び将来の見通しを把握し、客観的・定量的デ 6,000

ータに基づく都市計画の運用を行うための基礎調査を実施

公園緑地事業

　維持管理 街路樹・緑地帯、公園緑地等維持管理 56,783

　緑化推進 花壇コンクール、誕生記念植樹 3,747

街路・緑地帯等樹木撤去事業 街路樹や害虫等により枯れている樹木を伐採 4,000

自治会等との協働による 市民との協働による都市公園等の美化促進のため、日常の維持作業を自治会や利用団体に 800

公園美化促進事業 委託

★ 冠山総合公園協働活動事業 開園20周年を迎える冠山総合公園において、市、指定管理者、㈱リコーとの協働による 350

(仮称)「冠(かんむ)リコーの森」保全活動を実施

公園整備事業 100,900

　虹ケ丘公園防災・安全対策 虹ケ丘公園南側法面を整備し、公園利用者及び周辺住民の安全を確保

　光スポーツ公園維持補修事業 光スポーツ公園のアスレチック遊具及びトイレ撤去工事

　冠山総合公園維持補修事業 冠山総合公園のろ過施設給水ポンプ取替、イノシシ対策フェンス整備

　光つつじ苑水路補修工事 光つつじ苑の水路を補修

下水道事業会計繰出金 企業債元金及び利息等に対する繰出 536,858

住宅・建築物安全ストック形成事業 耐震改修促進計画に基づく、木造住宅の耐震診断・改修の補助 4,918
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　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額内　　　　　　　　　　　容

市営住宅維持管理事業 120,090

　みたらい住宅改修 老朽化した外壁と屋上防水の改修

　虹ケ浜西住宅屋根塗装 雨漏り等の恐れがあるため、屋根塗装改修を実施

　市営住宅の計画的用途廃止 光市公共施設等総合管理計画及び光市営住宅等長寿命化計画に基づき､西之浜住宅の一

部、東領家住宅の一部及び溝呂井住宅を解体

(消防費関係)

光地区消防組合負担金 2市1町　光市負担率 58.75% 717,449

(光地区消防組合の主な事業) (予算額)

★ 高規格救急自動車更新 中央消防署配備の高規格救急自動車を更新 29,000

★ 東・北出張所耐震診断 建替や改修等を検討するため、耐震診断を実施 6,400

訓練塔屋上防水工事 訓練塔屋上の防水改修 1,200

★ 油圧救助資機材更新整備 東出張所配備の油圧救助資機材を更新 2,200

小型動力ポンプ更新(消防団) 小型動力ポンプ更新（機動隊） 3,000

★ 資機材搬送車更新 資機材搬送車の更新 2,000

山口県救急安心センター事業 「救急車の適正利用」及び「救急医療機関の受診の適正化」を目的として県域で設置する 908

山口県救急安心センターの事業費を負担

(教育費関係)

★ 小中一貫ひかり学園推進事業 有識者をアドバイザーとして招へいし、(仮称)準備委員会等での協議・検討を推進 42

☆ 長寿命化計画推進事業 学校施設長寿命化計画に基づき、部位修繕や改修等を計画的に実施 115,500

　光井中学校長寿命化改修 設計委託(合併特例債対象事業) 16,000

　周防小学校体育館屋根防水等改修 屋根防水等改修工事 26,500

　室積中学校校舎外壁等改修 外壁等改修工事(合併特例債対象事業) 70,000

　小中学校校舎外壁点検修繕 全校舎について外壁の剥落を予防するため、打診による点検と修繕を実施 3,000

小中学校トイレ改修工事 学校施設の環境改善、災害時における避難者の利便性の向上のためのトイレ改修 6,500

(合併特例債対象事業) 設計委託：三井小体育館、島田小体育館、上島田小体育館、光井小体育館、島田中武道場

小中学校エアコン整備事業 学校のエアコンの更新、整備 1,500

令和4年度：光井小南外国語教室、光井小通級指導教室

★ 公共施設内設備木質化事業 森林環境譲与税を活用し、学校施設に設置している備品の更新において、県内木材を使用 6,000

した製品を設置

学校ＩＣＴ支援事業 児童生徒1人1台端末導入後の円滑な学校運営のため、学校におけるＩＣＴ機器の活用を支 4,060

援するＩＣＴ支援業務を委託

☆ 学校における働き方改革推進事業 留守番電話装置を設置し、教職員の働き方改革を推進（島田中学校区5校に導入） 500

小中学校備品の充実 学校管理備品、理科教育等備品、義務教育教材備品、学校図書等の充実 29,664

教師用教科書、指導書

光市教育開発研究所補助 学校運営の調査研究等を行う光市教育開発研究所に対する補助 2,510

イングリッシュプラン光事業 コミュニケーション能力の育成を目指す英語教育の充実 14,461

小学校：ＡＬＴの活用による授業の充実、イングリッシュキャンプ開催、英検 10,015

　　　　Ｊｒ.学校版の受検(小学6年生対象)、教職員に係る研修の充実

中学校：英検ＩＢＡの受検(中学2年生対象) 200

　　　　海外派遣事業(中学生12名程度の海外派遣による語学研修と国際交流 4,190

　　　　の推進

　　　　「伊藤公カップ英語スピーチコンテスト」の実施 56

光市教育先端技術研究事業 「ＧＩＧＡスクール構想」等の実現に向けたＩＣＴ活用指導力の向上と指導体制の充実を 80

図るための、教職員研修及び業務のデジタルトランスフォーメーションの研究を推進

連携・協働教育推進事業 コミュニティ・スクールを基盤とした小中一貫教育を要として、子どもの「学び」と「育 3,970

ち」をつなぐ、幼保、小・中、高等学校の連携・協働教育を推進

小中一貫教育推進事業 小中一貫教育のさらなる推進に向け、カリキュラムの作成や精査、取組の評価・検証、方 4,313

向性の提案や関係先への周知・共有・協働を行うための体制強化
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　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額内　　　　　　　　　　　容

日本語学習支援事業 日本語指導が必要な外国人児童に対し、日本語指導員による日常会話や文字指導など日本 451

語の初期指導を実施することで、日本人と外国人の子どもが共によりよく学ぶ環境を創出

し多文化共生社会に向けた人材の育成を促進

★ 教育支援センター運営事業 不登校や学校生活に不適応の状態にある児童生徒に対して、学校・家庭以外で日常的に学 2,868

べる場である「教育支援センター」を整備

スクールライフ支援員事業 不登校や学校生活に不適応の状態にある児童生徒の将来の社会的自立に向け、支援員を学 8,778

校や家庭に派遣し、相談・学習支援等を実施

不登校自立支援事業 不登校の児童生徒や学校生活に不適応の状態にある児童生徒に対して、人との関わりを通 70

じた体験的な学びの場を年10回程度提供する支援を実施

不登校未然防止事業 不登校の兆候が現れた段階で、専門家等を交えたケース会議や社会福祉士の学校等への派 2,134

遣により、不登校の未然防止・早期対応に向けた取組を実施

☆ 光市スクールカウンセラー派遣事業 不登校、いじめ、問題行動等のさまざまな教育相談について、臨床心理士を派遣し、児童 1,200

生徒、保護者の心身の健康を保持するためのカウンセリングや教職員の資質向上に向けた

研修を実施

☆ 光っ子教育サポート事業 特別支援学級及び通常学級に在籍する特別な配慮を要する児童生徒の支援を行う補助教員 45,654

（光っ子サポーター：21名）と臨床心理士（1名）を配置

就学援助費・特別支援教育就学奨励費 経済的理由により就学が困難な児童又は生徒の保護者に対し、必要な援助を実施 65,200

公立幼稚園施設整備 やよい幼稚園施設修繕 250

公立幼稚園給食導入 公立幼稚園に週2回の給食を導入するにあたり、副食費徴収免除世帯の副食費を市で負担 91

私立幼稚園運営補助 私立幼稚園に対する運営費補助 214

★ 浅江第1サンホーム下水道接続 隣接する道路に下水道本管が敷設されるため、下水道接続工事を実施 1,858

放課後児童クラブ(サンホーム) 市内13箇所において、子育てと仕事の両立を応援し、適切な遊び及び生活の場を提供する 77,813

管理運営 ため児童保育を実施

放課後子ども教室推進事業 市内7地区(室積･光井･島田･三島･周防･束荷･塩田)において、放課後子ども教室を実施 1,144

家庭教育支援推進事業 家庭教育支援チームを設置による、子育てや家庭教育の支援を実施 190

★ 周防の森ロッジ屋根塗装等工事 管理棟、炊事棟、屋外トイレ、倉庫の屋根塗装、管理棟2階外壁部の改修 13,900

(合併特例債対象事業)

☆ 周防の森ロッジ主催事業の充実 ロッジの利用促進や青少年の体験活動と中高生リーダーの活躍の場の確保を図るため、主 1,041

催事業を充実

☆ 石城神社本殿保存修理事業 石城神社が実施する石城神社本殿（国重要文化財）の改修事業に対し補助金を交付すると 1,750

ともに、石城山の歴史文化遺産を含めた情報発信を実施

★ 文化財案内板更新 見学者にわかりやすく文化財を案内するため、岩屋古墳の案内板を更新 130

☆ 伊藤博文公遺徳継承事業 伊藤公の業績を広く情報発信するため、企画展開催及び資料公開に向けた墨書資料の修復 1,661

を実施

伊藤公資料館管理 伊藤公資料館施設修繕、樹木管理等 3,620

文化施設管理運営 指定管理

(期間 市民ホール:令和4～6年度、文化センター・ふるさと郷土館:令和元～5年度)

  文化センター 作家展、美術展、絵画・水彩画・彫塑教室、子ども陶芸教室等 30,102

  市民ホール 市民夏季大学3講座等 63,920

  ふるさと郷土館 秋の夜長と邦楽の夕べ、クリスマス音楽会等 14,315

☆ 文化センター整備事業 屋上防水工事、大型電動シャッター修繕 16,900

☆ 市民ホール整備事業 旧防火水槽撤去、高架水槽給水直圧工事 3,500

☆ ふるさと郷土館整備事業 石垣補修、シロアリ防除委託等 2,103

★ クラウド型図書館システム機器更新 図書館蔵書の貸出、返却等の運用を管理しているシステム機器の更新 5,465

図書館各種催し 子どもの読書活動推進講演会、おはなしボランティア養成講座、本とつながる体験講座等 104

★ 電子図書等充実事業 子どもの読書活動を推進するため電子書籍、絵本等を購入 10,220

ＨＩＫＡＲＩリレーマラソン 大和総合運動公園内の周回コースを活用し、リレーマラソン大会を実施 1,500

★ スポーツ推進基本計画策定事業 令和5年度の策定に向けたアンケート調査を実施 804
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　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額内　　　　　　　　　　　容

体育施設管理運営 指定管理(期間：令和元～5年度)

　総合体育館・スポーツ公園・ 生涯健康推進教室（ストレッチ、ヨーガ、ノルディックウォーキング等）、 135,795

　大和総合運動公園 苦手克服スポーツ塾、子供運動教室、桜ウォーク等

　勤労者体育センター 健康教室（フィットネス） 5,480

　サン・アビリティーズ光 サンアビ杯卓球大会、サンアビふれあいまつり、光STT大会 7,028

☆ 体育施設整備 総合体育館移動式バスケットゴール購入、大和スポーツセンター空調機系統中央監視盤伝 8,300

送装置等修繕

☆ 学校給食費公会計化 令和4年4月から学校給食費の集金・管理方法を見直し、「公会計」方式に移行 175,913

★ 「ひかり夢給食」提供事業 コロナ禍において､学校活動に制限がかかっている児童生徒への激励と地場産業の支援や 2,880

食育活動の一環として、特別給食を提供

★ 牛乳保冷庫更新 各小中学校備え付けの牛乳保冷庫のうち2台を計画的に更新 2,200

★ 学校給食センター冷凍庫更新 給食や材料のサンプルを保存する冷凍庫の更新 1,100

私学振興対策 私立高校の施設整備に係る事業費借入金に対する利子補給や振興補助 4,904

（参　考）

　合併特例債対象事業（再掲）

　　　　　　　　（単位：千円）

事　　　業　　　名
   令和4年度
　 予　算　額  　 合併特例債
　(対象事業費)    発  行  額

　学校施設長寿命化事業 　　   86,000         81,700

  学校施設環境改善         6,500          6,100

  周防の森ロッジ整備事業         2,846          2,700

合　　　　計        95,346         90,500

件　　　　数 　　 　3件　　　　　　3件

　　備考 合併特例債充当率：95%
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【歳入】 ・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 516,604 千円

【歳出】 ・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 8,194,171 千円

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 （単位：千円）

備　　考

国　県
支出金

市　債 その他

社会保障
財源分の
地方消費
税交付金

その他

67,259 8,116 0 6,872 52,271
民生児童委員活動支援事業
地域福祉活動推進事業　　等

1,497,730 1,009,869 51,056 50,751 386,054
自立支援給付事業
地域生活支援事業　　等

115,286 949 16,010 11,424 86,903
老人施設福祉事業
生きがい対策事業　　等

1,083,553 662,854 6,931 48,074 365,694
乳幼児医療費助成事業
児童手当支給事業　　等

1,281,423 862,412 80,427 39,339 299,245
特定教育・保育施設運営事業
保育特別支援事業　　等

9,820 6,420 20 393 2,987
子育て支援センター管理運営事業
ファミリーサポートセンター管理運営事業

288,877 9,459 14,713 30,755 233,950
職員給与費等
保育所運営事業　　等

5,970 0 5 693 5,272 児童館管理運営事業

710,473 497,254 0 24,773 188,446 生活保護扶助事業

2,247 1,413 359 55 420 未熟児養育医療給付事業

80,053 40,485 17,007 2,621 19,940
放課後児童クラブ管理運営事業
教育支援活動促進事業

565 0 0 66 499 幼児教育振興事業

25,968 250 0 2,988 22,730
職員給与費等
幼稚園運営事業　　等

5,169,224 3,099,481 0 186,528 218,804 1,664,411

89,068 0 0 10,349 78,719 基礎年金拠出金及び育児休業手当金

212 114 0 11 87
低所得者利用者負担対策事業
離島利用者負担対策事業

697,129 0 0 80,997 616,132 介護保険事業繰出金

246,794 179,109 0 7,864 59,821 国民健康保険繰出金

831,905 149,133 0 79,329 603,443 後期高齢者医療事業

1,865,108 328,356 0 0 178,550 1,358,202

652,821 0 0 75,849 576,972 病院事業会計繰出金

278,658 110,640 1,728 19,321 146,969 予防接種事業　等

199,116 6,325 571 22,333 169,887
健康増進事業
母子保健事業　　等

29,244 0 14,212 1,747 13,285 休日診療所運営事業

1,159,839 116,965 0 16,511 119,250 907,113

8,194,171 3,544,802 0 203,039 516,604 3,929,726

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

事　　業 経　　費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

特　　定　　財　　源 一　　般　　財　　源

社会
福祉

社 会 福 祉 総 務 費

障 害 者 福 祉 費

老 人 福 祉 費

児 童 福 祉 総 務 費

児 童 保 育 費

児 童 福 祉 施 設 費

保 育 所 運 営 費

児 童 館 運 営 費

生 活 保 護 扶 助 費

保 健 指 導 費

青 少 年 健 全 育 成 費

事 務 局 費

幼 稚 園 費

小　　計

合　　　計

後期高齢者医療事業

小　　計

保健
衛生

保 健 衛 生 費

予 防 費

保 健 指 導 費

休 日 診 療 所 運 営 費

小　　計

社会
保険

各目 （ 共済費計上 ）

介 護 保 険 円 滑
運 営 事 業 費

介 護 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業
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